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第 1.1 章 

 
化学品の分類および表示に関する 

世界調和システム（GHS）の目的、範囲および適用 
 
 

1.1.1 目的 

1.1.1.1 化学品は、生活を向上させ改善するため、全世界で広く利用されている。しかし、こうした製品

はその利点に加え、人や環境に対して悪影響をもたらす可能性がある。その結果、数多くの国々または機

関は、近年、ラベルや安全データシート（SDS）を通じて化学品を使用する側に向けた情報の作成と伝達

を求める法律や規則を定めるにいたっている。利用可能な化学製品の膨大さを考えれば、そのすべてにつ

いて個々に規制することはいずれの機関にとっても不可能である。情報提供により、化学品の利用者は

個々の化学品を特定してその危険有害性を知り、各地域の状況に応じた適正な防護対策を実施することが

できる。 
 
1.1.1.2 こうした既存の法律または規則は多くの点で相互に似ているものの、その相異もまた大きいため、

結果として同一化学品に対するラベルまたは SDS が国ごとに異なっている。危険有害性の定義が様々な

ために、ある化学品がある国では引火性物質とみなされ、他の国ではそうならないことがある。また、あ

る国では発がん物質とみなされても、他の国ではそうでないかもしれない。ラベルまたは SDS について

どの段階で、どのように情報提供を行うかに関する決定は世界中で異なり、国際貿易を行おうとする企業

は、そうした法律および規則に関する相異に対応し、様々なラベルおよび SDS を作成できる大規模な専

門家集団を抱えなければならない。さらに、化学品の分類と表示のための包括的なシステムを開発し、維

持することは面倒であるために、多くの国々にそのようなシステムはない。 
 
1.1.1.3 化学品の国際貿易が広く行われているという現実、およびその安全な使用、輸送、廃棄を確実に

行うための国内計画策定の必要性を考慮すると、国際的に調和された分類および表示方法がそうした計画

の基礎となるであろうとの認識がなされた。国内に輸入されたり、または国内で生産される化学品に関し

て、各国が一貫性のある適切な情報を得られれば、化学品へのばく露を管理し、人々と環境を保護するた

めの基盤を包括的に確立することができる。 
 
1.1.1.4 このように、世界調和を目標に定める理由は数多くある。GHS の実施により以下の点が期待さ

れる。 
 （a）危険有害性の情報伝達に関する国際的に理解されやすいシステムの導入によって、人の健康と環

境の保護が強化される。 
 
 （b）既存のシステムを持たない国々に対し国際的に承認された枠組みが提供される。 
 
 （c）化学品の試験および評価の必要性が減少する。さらに、 
 
 （d）危険有害性が国際的に適正に評価され確認された化学品の国際取引が促進される。 
 
1.1.1.5 作業は、既存システムの検討と、作業の範囲を定めることから始められた。多くの国々が一定の

要求事項を設けていたが、中でも以下のシステムが既存の「主要」システムであるとみなされ、GHS 策

定の基礎となった。 
 
 （a） 米国における作業場、消費者および駆除剤に関する制度の要件 
 
 （b） カナダにおける作業場、消費者および駆除剤に関する制度の要件 
 
 （c） 物質および混合物の分類および表示のための EU 指令 
 
 （d） 危険物輸送に関する国連勧告 
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1.1.1.6 こうした作業を続ける中、この他の国々における要求事項についても検討が行われたが、第一の

課題は、こうした既存システムの最も良い点を取り入れ、調和のとれる手法を見出すことであった。この

作業は、その初期に採択し合意した以下の調和原則に基づいて行われた。 
 

（a） 分類および表示システムを調和させることにより、労働者、消費者、一般市民および環境に対す
る保護レベルを低下させるべきでない。 

 
（b） 危険有害性分類は、原則として、天然、人工の別を問わず、物質および混合物に固有な性質に由

来する危険有害性について行う1。 
 

（c） 調和とは、化学品の危険有害性の分類および情報の伝達を目的とした共通の一貫した基盤を確立
することを意味し、この中から輸送手段、消費者、労働者および環境の保護の点から該当する要
素を選択できるようにする。 

 
（d） 調和の対象範囲は、危険有害性の分類の基準と危険有害性に関する情報の伝達手段（表示および

安全データシート等）の双方を含んでおり、特に ILO の報告書 において認められた 4 つの既存
システムを考慮にいれる2。 

 
（e） 世界的に調和のとれた単一のシステムを導入するには、すべての既存システムで変更の必要が生

じるであろう。したがって、新システムへの移行過程には暫定措置を設けるべきである。 
 

（f） 調和の過程においては、雇用者、労働者および消費者に関係する国際機関、ならびにその他関係
機関の参加を確保するべきである。 

 
（g） 化学品の危険有害性に関する情報は、対象となる労働者、消費者および一般市民等に理解されや

すいものとなるよう配慮するべきである。 
 

（h） 調和された新たなシステムの下で再分類を行う場合には、既存のシステムの下で化学品の分類の
ために既に得られた有効なデータを受け入れるべきである。 

 
（i） 調和された新たな分類システムは、化学品の試験のために既存の方法の採用を求めても良い。 

 
（j） 化学品の危険有害性に関する情報の伝達にあたっては、労働者、消費者および一般市民の健康と

安全ならびに環境保護を図ると同様に、所管官庁の定めに従って、企業の営業秘密情報の保護を
保証するべきである。 

 
1.1.2 範囲 

1.1.2.1 GHS は以下の項目を含む。 
 
（a） 物質および混合物を、健康、環境、および物理化学的危険有害性に応じて分類するために調和さ

れた判定基準、および 
 
（b） 表示および安全データシートの要求事項を含む、調和された危険有害性に関する情報の伝達に関

する事項 
 
1.1.2.2 本文書は、危険有害性の種類（例えば急性毒性や引火性）別に分類基準および危険有害性に関す

る情報の伝達に関する事項を記載している。また、各危険有害性についての判定の手順を策定した。判定

基準の適用方法を説明する目的で、化学品の分類例を本文および附属書８に示した。さらに、GHS の策

定段階で、その実施のために追加の指針が必要と考えられる部分について提起された問題もある。 
 
1.1.2.3 GHS の対象とする範囲は、次に示す 1992 年の国連環境開発会議（UNCED）のアジェンダ 21
第 19 章プログラム分野Ｂの第 26、27 項に記されている、当該システムの開発に向けた指示事項に基づく

ものである。 

                                                  
 

1  物質あるいは混合物の物理的状態（例えば圧力や温度）またはある種の化学反応（例えば、水との接触により可燃性/
引火性ガスを発生する）により生じる物質の性質に起因する危険性を考慮する必要がある場合もある。 
 
2  1992 年の「危険有害化学品の分類および表示の既存システム間における調和作業の規模に関する ILO 報告書 
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「26 項 現在のところ、化学品の安全な利用を促すための世界的に調和された危険有害性に関
する分類および表示システムは、特に作業場および家庭においては依然として利用できない状況
にある。化学品の分類は様々な目的で行われるが、表示システムの確立にあたっては特に重要な
ものである。したがって、現在構築中の調和された危険有害性に関する分類および表示システム
を確立する必要がある。 

 
27 項 安全データシートおよび容易に理解できるシンボルも含めた、世界的に調和された危険
有害性に関する分類および表示システムを、可能であれば西暦 2000 年までに利用できるように
するべきである。」 

1.1.2.4 この指示事項は調和作業の過程で検討され、さらに熟考されて、GHS に含めるべき要素が特定

された。その結果、関係者がその範囲について確実に認識できるように、次のような説明が化学品の適正

管理のための機関間プログラム（IOMC）調整グループ（Coordinating Group）によって採択された。 
 

「危険有害性の分類および表示の調和に関する作業は、すべての化学品およびその混合物に対し
て調和されたシステムという点に主眼を置く。GHS の構成要素の適用は、製品の種類またはラ
イフサイクルの段階によって異なってもよい。一旦ある化学品を分類すれば、起こりうる影響を
考慮して特定の製品または利用状況において必要な情報やその他の対策を決定する事が可能に
なる。医薬品、食品添加物、化粧品、あるいは食物中の残留駆除剤は、意図的な摂取という理由
からラベルの範囲とはしない。しかし、このような種類の化学品に労働者がばく露される可能性
のある場所、およびばく露の可能性がある輸送の際には GHS が適用されるであろう。化学品分
類システムの調和のための調整グループ（CG/HCCS）は、専門知識を必要とする一部の製品へ
の用に関する個別の問題については、さらなる議論が必要になることを認めている。」3 

 

1.1.2.5 この内容を具体化するにあたり、CG/HCCS は GHS の適用可能性に関係する数多くの様々な問

題について慎重に検討を行った。例えば、特定の部門や製品を除外すべきかどうか、あるいは GHS を化

学品のライフサイクルの全段階に適用するどうか、などが関心事項となった。検討の中で 3 つの要素につ

いて合意されたが、これらの要素は各国または各地域での GHS の適用に際して非常に重要なものである。

これらを以下に示す。 
 
 
 
 
 

(i) 既存の危険有害性分類および表示システムは、生産、貯蔵、輸送、作業場での利用、消費者の

利用、環境中での存在等あらゆる利用状況下において、潜在的に危険有害性を有する化学品す

べてに対するばく露の可能性を想定している。これらは、人、施設、環境を保護するためのも

のである。化学品について最も広く適用されている要求事項は、作業場や輸送段階で適用され

ている既存のシステムの中に見られる。UNCED 合意およびそれに続く文書においては、化学

品という語が、既存システムにおいて物質、製品、混合物、調剤、またはその他の適用範囲を

示すあらゆる語を含む形で広く用いられている点に注意するべきである。 
 

(ii) 取引されるすべての化学品は（消費者製品を含めて）作業場で製造され、労働者の手により出

荷、輸送され、また労働者によってよく利用されるため、特定の化学品や製品が GHS の適用

範囲から完全に除外されることはありえない。例えばある国では、医薬品は、そのライフサイ

クルにおける製造、貯蔵、輸送段階で作業場と輸送に関する要件の適用を受けている。作業場

における要件を、一部薬品の投与や汚染の浄化など潜在的にばく露の可能性がある医療現場に

おける職員に適用してもよい。そうした職員に対して SDS および訓練を利用できるようにす

ることを義務付けているシステムもある。GHS も同じように、医薬品に適用されることが期

待される。 

                                                  
3 IOMC による世界調和システム（GHS）の予想される適用範囲とその明確化 IFCS/ISG3/98.32B 

（a） 要素 1：GHS はすべての危険有害な化学品に適用される。GHS の危険有害性に関する情報の

伝達要素（例えばラベルや安全データシート）の適用方法は、製品の種類やライフサイクルに

おける段階によって異なってもよい。GHS の対象者には、消費者、労働者、輸送担当者、緊急

時対応職員が含まれる。 
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(iii) 同じ化学品のライフサイクルにおいても、段階によっては、GHS がまったく適用されない場
合もある。例えば、一般に既存システムでは、ヒトまたは動物用の医薬品のような製品には、
ヒトが意図的に摂取する、または動物に対して意図的に投与する時点において、危険有害性に
関する表示義務はない。通常これらの製品に GHS のための表示の要件が適用されることはな
いであろう。（ヒトまたは動物用医薬品を医療において使用する者に対する危険性については、
一般に包装内の説明書きによる対応がなされており、これは調和とは関係ないということに注
意するべきである。）同様に、微量の食品添加物や駆除剤を含む可能性のある食品等の製品は、
現在そうした物質の存在または危険有害性を示す表示がなされていない。これらの製品に GHS
の適用による表示を義務付けることにはならないであろう。 

 
 

 
 

（i） 危険有害性を特定するための、国際的に認められた科学的原則に従って実施される試験は、健
康および環境に対する有害性の特定に利用できる。健康および環境に対する有害性を特定する
ための GHS の判定基準は、中立的な評価方法である。すなわち、既存システムで既に参照さ
れている国際的な手順および判定基準に従って有効性が確認され、相互に受け入れ可能なデー
タが得られている限り、それらの方法も受け入れる。調和された健康有害性の判定基準に関し
ては OECD が主導的な組織となっているが、GHS は OECD のテストガイドラインプログラ
ムに連動するものではない。例えば、医薬品は世界保健機関（WHO）の支援により策定され、
合意された判定基準に従って試験されている。こうした試験によって作成されたデータは、
GHS の下でも受け入れられるものである。UNSCETDG の物理化学的な危険性の判定基準は、
引火性や爆発性といった危険性の種類により決められた方法に連動するものである。 

（ii） GHS は現時点で利用可能なデータに基づく。調和された分類基準は既存データに基づいて策
定されており、既に認められた試験データがある化学品については、この基準を満足させるた
めの再試験は必要ない。 

 
 
 
 

（i） 現在のシステムの大半は、倫理的に問題なく得られたヒトのデータまたは利用可能なヒトによ
る経験を認め、利用している。GHS の適用に際してもこうしたデータの利用を妨げるべきで
なく、また GHS は、危険有害性または有害な影響の可能性（すなわちリスク）に関係した、
すべての該当する適切な情報の存在とこれの利用を認める。 

 
1.1.2.6 適用範囲に関するその他の制約 

1.1.2.6.1 GHS は、一般に危険有害性分類に加えて一定のリスク評価を要するような、リスク評価手続ま
たはリスクマネジメントに係る決定（作業者に対するばく露許容限度の設定等）の調和を図ることを意図す
るものではない。さらに各国の化学品インベントリーに係る要求事項も GHS に関係するものではない 3。 
 
1.1.2.6.2 危険有害性とリスク 
 
1.1.2.6.2.1 各危険有害性の分類および情報の伝達システム（作業場、消費者、輸送）では、まず関連す
る化学品がもたらす危険有害性の評価を行う。危害を与える能力の程度は、固有の性質、すなわち正常な
生物学的活動を妨げる能力および燃焼、爆発、腐食などの能力に依存する。これらの能力は、主として利
用可能な科学的研究結果についての文献調査に基づく。ばく露が潜在的危険有害性に関するデータと関連
づけられた時、リスクの概念すなわち危害が生じる可能性およびこれらの情報伝達が導入される。リスク
評価の基本的アプローチは、以下の公式で定義される。 
 

危険有害性×ばく露＝リスク 

 

――――――――――――――― 
3  IOMC の記述および世界調和システム（GHS）の予想される適用範囲とその明確化、IFCS/ISG3/98.32B 

（c） 要素 3：GHS の適用にあたっては、動物試験データおよび有効な in vitro 試験に加え、重要な情

報を提供する人による経験、疫学データ、臨床試験も考慮するべきである。 

（b） 要素 2：GHS の指示事項には、健康に対する悪影響に対応するための統一的な試験方法の確立

または追加試験を促す項目は含まれていない。 
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1.1.2.6.2.2 したがって、危険有害性またはばく露を最小にすることができれば、リスクすなわち危害の
可能性は最小となる。適切な危険有害性に関する情報の伝達により、使用者は危険有害性の存在およびば
く露とその結果生じるリスクを最小にする必要性に対して、注意を喚起される。 
 
1.1.2.6.2.3 すべての情報伝達のためのシステム（作業場、消費者、輸送）には、何らかの形式での危険
有害性とリスクの双方が含まれる。これらは情報提供を行うべき場所と方法、そしてばく露可能性の程度
によって異なる。例えば、医薬品に対する消費者のばく露の程度は、ある状況に対処するために医師が処
方する投与量によって決まる。ばく露は意図的である。したがって医薬品管理機関は、消費者にとって受
容可能なレベルのリスクで医薬品の投与量を定めている。医薬品の投与を受ける人に提供される情報は、
医薬品やその成分に固有の有害性ではなく、そうした医薬品管理機関が評価したリスクを伝える。 
 
1.1.3 GHS の適用 

1.1.3.1 GHS 適用方法の調和 

1.1.3.1.1 GHS の目的は、物質および混合物に固有な危険有害性を特定し、そうした危険有害性に関する
情報を伝えることである。危険有害性の分類に関する判定基準が調和され、危険有害性情報、シンボルや
注意喚起語が標準化・調和されて、危険有害性に関して統合された情報伝達の仕組みとなった。GHS は
既存システムの危険有害性に関する情報の項目をまとめることになるであろう。所管官庁は、各関連所管
官庁と対象者のニーズに基づいて GHS の様々な要素を適用する方法を決定するであろう。（1.4 章 危険有
害性に関する情報の伝達：表示（1.4.10.5.4.2）および附属書 5 危害の可能性に基づく消費者製品の表示を
参照。） 
 
1.1.3.1.2 輸送については、GHS の適用は現行の輸送に係る要求事項と同様になると予想される。危険物
の容器には急性毒性、物理化学的危険性、環境有害性を示した絵表示が記載されるであろう。他の部門の
労働者と同様、輸送部門の労働者も訓練が必要であろう。注意喚起語や危険有害性情報などの GHS の要
素は、輸送部門には採用されないと予想される。 
 
1.1.3.1.3 作業場においては、GHS で調和された必須な情報についての表示および安全データシートを含
むすべての GHS の要素が採用されるものと期待される。また、有効な情報伝達を確実に行うために従業
員の訓練を行うことが期待される。 
 
1.1.3.1.4 消費者部門については、表示が GHS の中心となるであろう。これらのラベルでは、部門に特
異な点も考慮した上で GHS に必須な要素を含むことになるであろう。（1.4 章 危険有害性に関する情報の
伝達：表示（1.4.10.5.4.2）および附属書 5 危害の可能性に基づく消費者製品の表示を参照。） 

1.1.3.1.5 選択可能方式（Building block approach） 

1.1.3.1.5.1 選択可能方式によって、各国はそれぞれのシステムにどのような部分を当てはめるかを自由
に決めることができる。しかし、あるシステムが GHS の一部を含み、かつそのシステムにより GHS を
実施する場合には、その適用範囲には一貫性を持たせるべきである。例えば、あるシステムが化学品の発
がん性を対象にするならば、調和された分類体系と表示項目に従うべきである。 
 
1.1.3.1.5.2 既存のシステムの要求事項について調査したところ、危険有害性の範囲が、対象者の情報に
対するニーズによって異なることが指摘された。特に、輸送部門では急性の健康影響と物理化学的危険性
に重点を置いているが、輸送で起こりうるばく露の形態を考慮し、まだ慢性影響については扱っていない。
また、GHS が扱う影響のすべてには対応しないという選択を行った国々においては、それぞれの部門で
この他にも相違は存在するであろう。 
 
1.1.3.1.5.3 このように、GHS において調和された要素群は、規制方法を形成する単位の集合体と見なす
ことができる。誰でも GHS 全体を利用することが可能であるが、GHS を導入する国や組織がある影響の
みに対処する目的でこれを利用する場合には、その全体を採り入れる必要はない。物理化学的危険性は作
業場や輸送部門において重要であるが、消費者はその製品の使い方によっては物理化学的危険性について
知る必要はないであろう。ある部門またはシステムが対象とする危険有害性について、GHS の判定基準
および要求事項と矛盾することがない限り、それは GHS の適切な実施とみなされる。輸出者が輸入国の
GHS 実施のための要求事項を遵守する必要があるという事実があったとしても、最終的には世界的な
GHS の適用により、完全に調和された状況になることが望まれる。 



 
-8- 

1.1.3.1.5.4 選択可能方式の解釈ガイダンス 

   (a) 危険有害性クラスは選択可能： 

     国際的な協約と同様に、完全に調和することを念頭に、所管官庁はそれぞれの法規のなかで、

どの危険有害性クラスを適用するかを決めることができる 

    (b) ある危険有害性クラスのなかで、それぞれの区分は選択可能としてもよい： 

     ある危険有害性クラスに対して、所管官庁が必ずしも全ての区分を適用しないこともあろう。

しかしながら一貫性を維持するためには以下のようないくつかの制限が必要である： 

     (i)  適用する危険有害性区分のカットオフ値や濃度限界のような分類基準をかえるべきでは
ない。しかし隣同士の細区分（例、発がん性の区分１A と１B）は１つの区分にするこ
とも可能であろう。しかしながら、残りの危険有害性区分の番号を変更せざるを得ない
ような区分の統合はすべきではない。さらに、細区分を統一した場合、危険有害性情報
の伝達を容易にするために、もとの GHS 細区分の名前や番号は保持するべきである（例、
発がん性区分１あるいは１A/B）。 

          (ii)  所管官庁がある危険有害性の区分を適用する場合、その危険有害性クラスにおける他の
すべてのより危険性の高い区分も採用しなければならない。したがって所管官庁がある
危険有害性を採用するときは、常に少なくとも最も危険有害性の高い（区分１）区分を
採用することになり、さらに１つ以上の危険有害性区分を採用する場合には、これらの
区分は分断のない一続きのものとなろう。 

注記１： いくつかの危険有害性クラスは、独立したものと考えてもよい付加的な区分、例えば、
「特定標的臓器毒性」（3.8 章）における区分３「一過性の標的臓器への影響」、および「生殖毒
性」（3.７章）における区分「授乳に対する、または授乳を介した影響」を含んでいる。 

注記２： GHS の最終目標は世界的な調和を成し遂げるということである（1.1.2.3 参照）。した
がって分野間での相違が続くとしても、それぞれの分野で世界的に同一の区分の使用が促進され
るべきである。 

 
1.1.3.2 GHS の実施と維持 

1.1.3.2.1 GHS の実施を目的として、国連経済社会理事会（ECOSOC）は 1999 年 10 月 26 日付の決議
1999/65 に基づき、危険物輸送に関する専門家委員会を再編した。これにより、「危険物輸送ならびに化学
品の分類および表示に関する世界調和システムに関する専門家委員会（UNCETDG/GHS）」が新設され、
従来からの「危険物輸送に関する専門家小委員会（UNSCETDG）」と新たに設けられた「化学品の分類お
よび表示に関する世界調和システムに関する専門家小委員会（UNSCEGHS）」は、その下部組織となった。
UNSCEGHS の役割は以下のとおりである。 
 

（a） GHS の管理機関として活動し、調和の手続に関する管理を行い、方向性を与える。 
 

（b） 変更を行う必要性を考慮し、GHS の継続性と実践での有用性を確保し、技術基準の更新に対

する必要性およびその時期を決定し、担当する機関と協力しながら GHS システムを最新のも

のにする。 
 

（c） GHS の理解と利用を促進し、フィードバックを促す。 
 

（d） GHS を世界的に利用、適用できるようにする。 
 

（e） GHS の適用に関する指針および適用における一貫性を確保するための技術基準の解釈と利用

に関する指針を策定する。 
 

（f） 作業計画を準備し、委員会に勧告書を提出する。 



 
-9- 

1.1.3.2.2 UNSCEGHS と UNSCETDG の２つの小委員会は、ともに親委員会の下で 2 部門について責

任をもって活動を行う。親委員会は、技術的な問題よりも戦略的な問題について責任を有する。親委員会

は、小委員会の技術面での勧告について検討し、変更または再審査を行うことは目的としていない。した

がって、その主たる機能は以下のとおりである。 
 

（a） 利用可能な資源に照らして、小委員会の作業計画を承認する。 
 

（b）利害が共通する分野および重複する分野において戦略および政策方針を調整する。 
 
（c） 小委員会の勧告に正式な承認を与え、それらを ECOSOC に伝える役割を果たす。 
 
（d）各小委員会の円滑な運営を促進し、調整を行う。 

 

1.1.4 GHS 文書 

1.1.4.1 本文書は GHS について解説している。ここには調和のとれた分類基準と危険有害性に関する情

報の伝達の要素が含まれる。加えて、指針には、GHS を実施するためのツールを開発する国や機関を支

援する文書が含まれている。GHS は、自主的な分類ができるように策定されている。GHS 実施のための

規定は、個々の国の国家政策の統一的な発展を可能にする一方で、遵守を求められるいかなる要求事項に

も適応できるよう十分な柔軟性も保持している。さらに、GHS は、利用者にとって使いやすいものであ

ると同時に、行政機関の活動を円滑化し、かつ行政上の負担を軽減することを目指している。 
 
1.1.4.2 本文書は GHS についての基本的な事項を規定しているが、技術的な支援ツールとして利用され、

実施を支援、促進することも期待されている。 
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第 1.2 章 

定義および略語 

 

GHS の目的のため： 

ADR とは、道路での危険物の国際輸送に関する欧州協定（European Agreement concerning the 
International Carriage of Dangerous Goods by Road）改訂版をいう。 

合金（Alloy）とは、機械的手段で容易に分離できないように結合した 2 つ以上の元素から成る巨視的にみ
て均質な金属体をいう。合金は、GHS による分類では混合物とみなされる。 

誤えん（aspiration)とは、液体または固体の化学品が口または鼻腔から直接、または嘔吐によって間接的
に、気管および下気道へ侵入することをいう。 

ASTM とは、「米国材料試験協会」（American Society of Testing and Material）をいう。 

BCF とは、「生物濃縮係数」（bioconcentration factor）をいう。 

BOD/COD とは、「生物化学的酸素要求量/化学的酸素要求量」（biochemical oxygen demand/chemical 
oxygen demand）をいう。 

CA とは、所管官庁（Competent authority）をいう。 

発がん性物質 （Carcinogen) とは、がんを誘発し、またはその発生頻度を増大させる物質または混合物
をいう。 

CAS とは、「ケミカル・アブストラクツ・サービス」（Chemical Abstract Service)をいう。 

CBI とは、「営業秘密情報」（confidential business information）をいう。 

化学的特定名（Chemical identity）とは、化学品を一義的に識別する名称をいう。これは、国際純正応用
化学連合（IUPAC)またはケミカル・アブストラクツ・サービス（CAS)の命名法に従う名称、あるいは専
門名を用いることができる。 

化学的に不安定なガス（Chemically unstable gas）とは、空気や酸素が無い状態でも爆発的に反応しうる
可燃性/引火性ガスをいう。 

所管官庁 （Competent authority）とは、化学品の分類および表示に関する世界調和システム（GHS)に
関連して、所管機関として指定または認定された国家機関、またはその他の機関をいう。 

圧縮ガス（Compressed gas）とは、加圧充填によって－50℃で完全にガス状であるガスをいう。これに
は、臨界温度が－50℃以下のすべてのガスも含まれる。 

金属腐食性（Corrosive to metal）とは、化学反応によって金属を実質的に損傷、または破壊する物質ま
たは混合物をいう。 

臨界温度（Critical temperature）とは、その温度を超えると圧縮の程度に関係なく、純粋なガスを液化
できない温度をいう。 

鈍性化爆発物（Desensitized explosives）とは、大量爆発や非常に急速な燃焼をしないように、爆発性を
抑制するために鈍性化され、したがって危険性クラス「爆発物」から除外されている、固体または液体の

爆発性物質あるいは混合物をいう（2.1 章を参照；パラグラフ 2.1.2.2 の注記 2 も参照）。 

溶解ガス（Dissolved gas）とは、加圧充填によって液相溶媒中に溶解しているガスをいう。 

粉塵 (Dust)とは、ガス（通常空気）の中に浮遊する物質または混合物の固体の粒子をいう。 

EC50とは、ある反応を最大時の 50％に減少させる物質の濃度をいう。 

EC 番号または(ECN)とは、特に、EINECS に登録された危険有害物質を特定するために、欧州委員会

により用いられる参照番号をいう。 
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ECOSOC とは、国連経済社会理事会(Economic and Social Council of the United Nations)をいう。 

ECx とは、x%の反応を示す濃度をいう。 

EINECS とは、「欧州既存商業化学物質インベントリー」(European Inventory of Existing Commercial 
Chemical Substances) をいう。 

ErC50 とは、生長阻害の観点から見た EC50をいう。 

EU とは、「欧州連合」(European Union) をいう。 

爆発性物品（Explosive article）とは、単一または複数の爆発性物質を含む物品をいう。 

爆発性物質（Explosive substance）とは、それ自体が化学反応によって周囲に被害を与えるような温度、
圧力、速度を伴うガスを発生しうる固体または液体の物質（もしくは混合物）をいう。火工物質は、ガス

を発生しない場合であってもこれに含まれる。  

可燃性ガス（Flammable gas）とは、20℃、標準気圧 101.3kPa において空気との混合気が燃焼範囲（爆

発範囲）を有するガスをいう。 

引火性液体（Flammable liquid）とは、引火点が 93℃以下の液体をいう。 

可燃性固体（Flammable solid）とは、容易に燃焼するかまたは摩擦によって発火もしくは発火を誘発す
る固体をいう。 

引火点（Flash point）とは、一定の試験条件の下で任意の液体の蒸気が発火源により発火する最低温度を

いう（標準気圧 101.3kPa での温度に換算）。 

FAO とは、国連食糧農業機関 (Food and Agriculture Organization of the United Nations) をいう。 

ガス(Gas)とは、（i）50℃で 300kPa（絶対圧）を超える蒸気圧を有する物質、または（ii）101.3kPa の

標準気圧、20℃において完全にガス状である物質をいう。 

GESAMP とは、IMO/FAO/UNESCO/WMO/WHO/IAEA/UN/UNEP の「海洋環境保護の科学的事項に関
する専門家合同グループ」(Joint Group of Experts on the Scientific Aspects of Marine Environmental 
Protection of IMO/FAO/UNESCO/WMO/WHO/IAEA/UN/UNEP) をいう。 

GHS とは、「化学品の分類および表示に関する世界調和システム」(Globally Harmonized System of 
Classification and Labelling of Chemicals) をいう。 

危険有害性区分（Hazard category）とは、各危険有害性クラス内の判定基準の区分をいう。例えば、経
口急性毒性には 5 つの有害性区分があり、引火性液体には 4 つの危険性区分がある。これらの区分は危険
有害性クラス内で危険有害性の強度により相対的に区分されるもので、より一般的な危険有害性区分の比

較とみなすべきでない。 

危険有害性クラス（Hazard class）とは、可燃性固体、発がん性物質、経口急性毒性のような、物理化学
的危険性、健康または環境有害性の種類をいう。 

危険有害性情報（Hazard statement）とは、危険有害性クラスおよび危険有害性区分に割り当てられた文

言であって、危険有害な製品の危険有害性の性質を、該当する程度も含めて記述する文言をいう。 

IAEA とは、「国際原子力機関」(International Atomic Energy Agency) をいう。 

IARC とは、「国際がん研究機関」(International Agency for the Research on Cancer) をいう。 

ILO とは、「国際労働機関」(International Labour Organization) をいう。 

IMO とは、「国際海事機関」(International Maritime Organization) をいう。 

初留点（Initial boiling point）とは、ある液体の蒸気圧が標準気圧（101.3kPa）に等しくなる、すなわち
最初にガスの泡が発生する時点での液体の温度をいう。 

IOMC とは、「化学品の適正な管理に関する国際機関間プログラム」（Inter-organization Programme on 
the Sound Management of Chemicals）をいう。 

IPCS とは、「国際化学品安全性計画」（International Programme on Chemical Safety）をいう。 

ISO とは、「国際標準化機構」(International Organization for Standardization)をいう。 
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IUPAC とは、「国際純正応用化学連合」(International Union of Pure and Applied Chemistry) をいう。 

ラベル（Label）とは、危険有害な製品に関する書面、印刷またはグラフィックによる情報要素のまとま
りであって、目的とする部門に対して関連するものが選択されており、危険有害性のある物質の容器に直
接、あるいはその外部梱包に貼付、印刷または添付されるものをいう。 

ラベル要素（Label element）とは、ラベル中で使用するために国際的に調和されている情報、たとえば、
絵表示や注意喚起語をいう。 

LC50(50％ 致死濃度）とは、試験動物の 50％を死亡させる大気中または水中における試験物質濃度をい
う。 

LD50とは、一度に投与した場合、試験動物の 50％を死亡させる化学品の量をいう。 

L(E)C50とは、LC50または EC50をいう。 

液化ガス(Liquefied gas) とは、加圧充填された場合に温度－50℃以上において一部が液状であるような
ガスをいう。以下の両者については区別をする。 

（i） 高圧液化ガス：－50℃以上+65℃以下の臨界温度を有するガス 

（ii）低圧液化ガス：＋65℃を超える臨界温度を有するガス 

液体 (Liquid)とは、50℃において 300kPa(3bar)以下の蒸気圧を有し、20℃、標準気圧 101.3kPa では完
全にガス状ではなく、かつ、標準気圧 101.3kPa において融点または融解が始まる温度が 20℃以下の物質
をいう。固有の融点が特定できない粘性の大きい物質または混合物は、ASTM の D4359－90 試験を行う
か、または危険物の国際道路輸送に関する欧州協定（ADR）の附属文書 A の 2.3.4 節に定められている流
動性特定のための（針入度計）試験を行わなければならない。 

MARPOL とは、「船舶による汚染の防止のための国際条約」（International Convention for the 
Prevention of Pollution from Ships）をいう。 

ミスト (Mist)とは、ガス（通常空気）の中に浮遊する物質または混合物の液滴をいう。 

混合物 (Mixture) とは、複数の物質で構成される反応を起こさない混合物または溶液をいう。 

モントリオール議定書（Montreal Protocol）とは、議定書の締約国によって調整または修正された、オゾ
ン層破壊物質に関するモントリオール議定書をいう。 

変異原性物質（Mutagen）とは、細胞の集団または生物体に突然変異を発生する頻度を増大させる物質を
いう。 

突然変異（Mutation）とは、細胞内の遺伝物質の量または構造における恒久的な変化をいう。 

NGO とは、「非政府組織」(non-governmental organization) をいう。 

NOEC「無影響濃度」(no observed effect concentration) とは、統計的に有意な悪影響を示す最低の試験
濃度直下の試験濃度をいう。NOEC ではコントロール群と比べて有意な悪影響は見られない。 

OECD とは、「経済協力開発機構」(Organization for Economic Cooperation and Development) をいう。 

 

有機過酸化物 (Organic peroxide) とは、二価の－O－O－構造をもち、１個または２個の水素原子が有
機ラジカルによって置換された過酸化水素の誘導体とみなすことができる液体または固体の有機物質を
いう。また、有機過酸化物組成物(混合物)も含む。 

酸化性ガス (Oxidizing gas) とは、一般に酸素を供給することによって、空気以上に他の物質の燃焼を引
き起こし、またはその一因となるガスをいう。 

注記：「空気以上に他の物質の燃焼を引き起こし、またはその一因となるガス」とは、ISO 10156: 2010
により定められる方法によって決定された 23.5％以上の酸化能力を持つ純粋ガスあるいは混合ガスをい
う。 
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酸化性液体 (Oxidizing liquid) とは、それ自体は必ずしも燃焼性はないが、一般に酸素を供給することに
よって他の物質の燃焼を引き起こし、またはその一因となる液体をいう。 

酸化性固体 (Oxidizing solid) とは、それ自体は必ずしも燃焼性はないが、一般に酸素を供給することに
よって他の物質の燃焼を引き起こし、またはその一因となる固体をいう。 

オゾン層破壊係数 (ODP)とは、ハロカーボンによって見込まれる成層圏オゾンの破壊の程度を、CFC-11
に対して質量ベースで相対的に表した積算量であり、ハロカーボンの種類ごとに異なるものである。ODP 
の正式な定義は、等量の CFC-11 排出量を基準にした、特定の化合物の排出に伴う総オゾンの擾乱量の積
算値の比の値である。 

QSAR とは、「定量的構造活性相関」(quantitative structure-activity relationship) を意味する。 

絵表示 (Pictogram) とは、特定の情報を伝達することを意図したシンボルと境界線、背景のパターンま
たは色のような図的要素から構成されるものをいう。 

注意書き（Precautionary statement）とは、危険有害性のある製品へのばく露あるいは危険有害性のあ
る製品の不適切な貯蔵または取扱いから生じる有害影響を最小にするため、または予防するために取るべ
き推奨措置を記述した文言（または絵表示）をいう。 

製品特定名（Product identifier）とは、ラベルまたは SDS において危険有害性のある製品に使用される
名称または番号をいう。これは、製品使用者が特定の使用状況、例えば輸送、消費者、あるいは作業場の
中で物質または混合物を確認することができる一義的な手段となる。 

自然発火性ガス (Pyrophoric gas) とは、54℃以下の空気中で自然発火しやすいような可燃性/引火性ガス
をいう。 

自然発火性液体 (Pyrophoric liquid) とは、少量であっても、空気との接触後 5 分以内に発火する液体を
いう。 

自然発火性固体 (Pyrophoric solid)とは、少量であっても、空気との接触後 5 分以内に発火する固体をいう。 

火工品（Pyrotechnic article）とは、単一または複数の火工物質を内蔵する物品をいう。 

火工物質（Pyrotechnic substance）とは、非爆轟性で、自己持続性の発熱反応により生じる熱、光、音、
気体、煙またはそれらの組み合わせによって一定の効果を生み出せるようにつくられた物質または物質の
混合物をいう。 

易燃性固体（Readily combustible solid）とは、燃えているマッチなどのような点火源との短時間の接触
によって容易に発火したり、急速に火勢が拡大するような危険性のある粉末、顆粒、またはペースト状の
物質をいう。 

危険物輸送に関する勧告、試験方法及び判定基準のマニュアル (Recommendations on the Transport of 
Dangerous Goods, Manual of Test and Criteria)とは、この表題の国連刊行物として出版された最新版お
よびそれに対するすべての改訂出版物をいう。 

危険物輸送に関する勧告・モデル規則 (Recommendations on the Transport of Dangerous Goods, Model 
Regulations)とは、この表題で出版された国連刊行物の最新版およびそれに対するすべての改訂出版物をいう。 

深冷液化ガス（Refrigerated liquefied gas）とは、低温によって充填時に一部液状となるガスをいう。 

呼吸器感作性物質（Respiratory sensitizer）とは、物質または混合物の吸入後に起きる気道の過敏反応を誘
発する物質または混合物をいう。 

RID とは、鉄道による危険物の国際輸送に関する規則(The Regulations concerning the International 
Carriage of Dangerous Goods by Rail) をいう。[COTIF(鉄道による国際輸送に関する条約)の付録 B 附
属書１（鉄道による貨物の国際輸送に関する統一規則）（CIM）] 

SAR とは、「構造活性相関」(Structure Activity Relationship) をいう。 

SDS とは、「安全データシート」(Safety Data Sheet) をいう。 

自己加速分解温度（SADT ；Self-Accelerating Decomposition Temperature）とは、密封状態において
物質に自己加速分解が起こる最低温度をいう。 
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自己発熱性物質（Self-heating substance）とは、自然発火性物質以外で、空気との反応によってエネル
ギーの供給なしに自己発熱する固体または液体をいう。この物質は、大量（キログラム単位）に存在し、
かつ長時間（数時間から数日間）経過した後にのみ発火する点で自然発火物質とは異なる。 

自己反応性物質（Self-reactive substance）とは、酸素（空気）なしでも非常に強力な発熱性分解をする
熱的に不安定な液体または固体をいう。この定義には、GHS において爆発性物質、有機過酸化物または
酸化剤として分類される物質または混合物は含まれない。 

注意喚起語 (Signal Word) とは、ラベル上で危険有害性の重大さの相対レベルを示し、利用者に潜在的
な危険有害性を警告するために用いられる言葉をいう。GHS では、「危険 (Danger)」や「警告 (Warning)」
を注意喚起語として用いている。 

皮膚感作性物質（Skin sensitizer）とは、皮膚への接触によりアレルギー反応を誘発する物質または混合
物をいう。 

固体 (Solid) とは、液体または気体の定義に当てはまらない物質または混合物をいう。 

物質 (Substance) とは、自然状態にあるか、または任意の製造過程において得られる化学元素およびそ
の化合物をいう。製品の安定性を保つ上で必要な添加物や用いられる工程に由来する不純物も含むが、当
該物質の安定性に影響せず、またその組成を変化させることなく分離することが可能な溶媒は除く。 

水反応可燃性物質（Substance which, in contact with water, emits flammable gases）とは、水との相互
作用によって自然発火性となり、または危険な量の可燃性/引火性ガスを放出する固体、液体または混合物
をいう。 

補助的ラベル要素（Supplemental label element）とは、危険有害性のある製品の容器に付される情報で
あって、GHS において要求または指定されていない追加情報をいう。こうした情報は、他の所管官庁に
よる要求事項であることもあれば、製造業者/流通業者の自由裁量で提供される追加情報のこともある。 

シンボル (Symbol) とは、情報を簡潔に伝達するように意図された画像要素をいう。 

専門名 (Technical name) とは、IUPAC または CAS 名以外の名称であって、物質または混合物を特定す
るために商業、法規制、規格等で一般に使用され科学者・専門家に認められた名称をいう。専門名の例に
は、複雑な混合物（例：石油留分や天然産物）、農薬（例：ISO や ANSI システム）、染料（カラーインデ
ックスシステム）、鉱物などに使用されるものがある。 

UNCED とは、「国連環境開発会議」(United Nations Conference on Environment and Development) を
いう。 

UNCETDG/GHS とは、「国連危険物輸送ならびに化学品の分類および表示に関する世界調和システムに
関する専門家委員会」(United Nations Committee of Experts on the Transport of Dangerous Goods and 
on the Globally Harmonized System of Classification and Labelling of Chemicals) をいう。 

UN とは、「国際連合」(United Nations) をいう。 

UNEP とは、「国連環境計画」(United Nations Environment Programme) をいう。 

UNESCO とは、「国連教育科学文化機構」(United Nations Educational, Scientific and Cultural 
Organization) をいう。 

UNITAR とは、「国連訓練調査研究所」(United Nations Institute for Training and Research) をいう。 

UNSCEGHS とは、「国連化学品の分類および表示に関する世界調和システムに関する専門家小委員会」
(United Nations Sub-Committee of Experts on the Globally Harmonized System of Classification and 
Labelling of Chemicals) をいう。 

UNSCETDG とは、「国連危険物輸送に関する専門家小委員会」(United Nations Sub-Committee of 
Experts on the Transport of Dangerous Goods) をいう。 

蒸気（Vapour）とは、液体または固体の状態から放出されたガス状の物質または混合物をいう。 

WHO とは、「世界保健機関」(World Health Organization) をいう。 

WMO とは、「世界気象機関」(World Meteorological Organization) をいう。 
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第 1.3 章 
 

危険有害性のある物質および混合物の分類 

 

1.3.1 序文 

 GHSの策定は、分類および表示の調和に関するOECDタスクフォース（HCLに関するタスクフォース）

による健康と環境有害性に対する分類基準および UNCETDG/ILO の作業グループによる物理化学的危険

性に関する分類基準の作業から開始された。 
 
1.3.1.1 健康と環境に対する危険有害性クラス：分類および表示の調和に関する OECD タスクフォース

（HCL に関する OECD タスクフォース） 

1.3.1.1.1 OECD の HCL タスクフォースの作業は、相互に関連する以下の 3 種類であった。 
 
 （a）主要な分類システムの比較検討、類似または同一の要素の特定、ならびに異なる要素に関する妥

協案についての合意形成。 
 
 （b）懸念される危険有害性クラス（例えば急性毒性や発がん性）を定義する判定基準についての科学

的根拠の調査、試験方法、データの解釈、ならびに有害性の程度に関する専門家の合意、その上で

の基準に関する合意形成。一部の危険有害性クラスについては、既存の判定基準がなく、同タスク

フォースが判定基準を策定した。  
 
 （c）枝分かれ図による手法を用いたもの（例えば刺激性）または分類において依拠する判定基準があっ

たもの（急性水生環境毒性）については、その手順または判定基準の用い方に関する合意の形成。 
 
1.3.1.1.2 HCL に関する OECD タスクフォースは、段階的にその調和分類基準の策定を行った。危険有

害性クラスごとに、以下の手順がとられた。 
 
 （a）第１段階：システムとその判定基準の科学的根拠、その理論的解釈および使用方法の説明等、既

存の分類システムの徹底的な分析。第１段階の文書は、以下の危険有害性クラスについて HCL に

関する OECD のタスクフォースの検討を経て作成され、必要に応じて修正された。有害性クラス：

眼に対する重篤な損傷性/眼刺激性、皮膚腐食性/刺激性、感作性物質、生殖細胞変異原性、生殖毒

性、特定標的臓器毒性。 
  
 （b）第２段階：各危険有害性クラスと区分に対して、調和分類システムおよび判定基準の案が策定さ

れた。第２段階の文書は、HCL に関する OECD タスクフォースの検討を経て作成され、必要に応

じて修正された。 
 
 （c）第３段階： 
 

（i） HCL に関する OECD タスクフォースは、修正された第２段階の案について合意した。または 
（ii） 合意に至らなかった場合、HCL に関する OECD タスクフォースが合意していない項目を確認

し、更なる検討と決定を行うため、第２段階への提案課題とした。 
 
 （d）第４段階：最終提案への承認を求めるため、OECD の化学品委員会と化学品、駆除剤、ならびに

バイオテクノロジーに関する作業部会による合同会議に同案を提出し、その後、GHS で使用する

ために IOMC CG‐HCCS に提出した。 
 

1.3.1.2 UNCETDG/ILO の物理化学的危険性に関する作業グループ 

 UNCETDG/ILO の物理化学的危険性に関する作業グループは、HCL に関する OECD タスクフォース
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と同様の手順を用いた。作業は主要分類システムの比較検討、類似または同一要素の特定および異なる要

素に関する妥協案をめぐる合意の形成についてなされた。物理化学的危険性に関しては、既に輸送部門に

おいて定義、試験方法、分類基準が実質的に調和されていたので、これを作業の基礎として用いることが

できた。作業は科学的根拠に関する調査を通じ、試験方法、データの解釈、判定基準に関する合意につい

て進められた。大半の危険有害性クラスに関しては、輸送部門において既に体系が整えられ、用いられて

いた。これを基礎として、作業場、環境、消費者の安全に関する問題について適正に対処することに重点

を置いた。 

1.3.2 GHS に関する一般事項 

1.3.2.1 システムの範囲 

1.3.2.1.1 GHS は、純粋な物質とその希釈溶液および混合物に適用する。米国労働安全衛生局

（Occupational Safety and Health Administration）の危険有害性周知基準（29CFR1910.1200）および

同様の定義項目に定められている「物品（Article）」は、本システムの範囲から除外される。 

1.3.2.1.2 GHS の１つの目標は、可能な限り「自主的な分類」ができるよう、本システムを簡潔にし、か

つ透明性を持たせ、危険有害性クラスや区分間に明確な区別を設けるようにすることである。多くの危険

有害性クラスについて判定基準は半定量的または定性的であり、分類目的でデータの解釈を行うためには

専門家の判断が必要である。さらに、一部の危険有害性クラス（例えば眼刺激性、爆発性物質、自己反応

性物質）については、枝分かれ図による手法を取り入れ、簡単に使えるようにした。 
 
1.3.2.2 「分類」の概念 

1.3.2.2.1 GHS では、物質または混合物の固有な危険有害性のみに着目していることを示すために「危険

有害性の分類」という語を用いている。 

1.3.2.2.2 危険有害性の分類は 3 つの手順から成る。 
 
 （a）物質または混合物についての関連するデータの特定 
 
 （b）物質または混合物のもつ危険有害性を確認する目的での上記データの検討 
 
（c）合意された危険有害性の分類基準とデータとの比較検討に基づく、物質または混合物の該当する危  

険有害性クラスおよび区分についての決定 
 
1.3.2.2.3 効果、範囲および適用（第 1.1 章 1.1.2.4）にある、GHS に関する指示事項の IOMC による説

明文書で確認されているように、いったんある化学品を分類すれば、起こりうる影響を考慮して特定の製

品または利用状況において必要な情報やその他の対策を決定することが可能になる。 
 
1.3.2.3 分類基準 

1.3.2.3.1 物質および混合物の分類基準は本文書の第 2、第 3 および第 4 部に示すが、そこでは特定の危

険有害性クラスまたは密接に関連しあった危険有害性クラスについて記載してある。ほとんどの危険有害

性クラスに関して、混合物の分類について推奨する手順は次のとおりである： 
 
    （a） 混合物そのものの試験データが利用できる場合、混合物の分類は常にそのデータに基づいて     

行う。 
（b） 混合物そのものの試験データが利用できない場合には、混合物の分類が可能かどうかについ

て、それぞれの章で説明されているつなぎの原則(bridging principle)を考慮するべきである。 
 

さらに、健康および環境に対する危険有害性クラスに関しては、 
  （c） もし(ⅰ) 混合物そのものの試験データが利用できず、(ⅱ) 利用可能な情報が不十分でつなぎ

の原則が適用できなければ、既知の情報に基づいて危険有害性を推定するためにそれぞれの

章に記述されている承認された方法を適用して、混合物を分類する。 
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1.3.2.3.2 多くの場合、生殖細胞変異原性、発がん性そして生殖毒性の有害性クラスに関して混合物全体

としての信頼すべきデータは期待できない。そこで混合物は、これらの有害性クラスに関してそれぞれの

章にあるカットオフ値/濃度限界を用いて、個々の成分に関して入手できる情報に基づいて分類される。混

合物全体としてのデータが各章で記述されているように決定的である場合には、混合物の分類はそのデー

タに基づいてケースバイケースで修正されてもよい。 

1.3.2.4 利用可能なデータ、試験方法および試験データの質 

1.3.2.4.1 GHS 自体では、物質や混合物の試験は要求されていない。つまりどの危険有害性クラスについ

ても GHS のために試験データを取る必要はない。既存の規制システムの中にもデータの取得を要求する

ものがある（例えば駆除剤）ことはよく知られているが、この要求は GHS とは直接関係はない。混合物

の分類のための判定基準では、混合物そのもの/または類似の混合物/または混合物の成分のデータを利用

することが可能である。 
 
1.3.2.4.2 物質や混合物の分類は、判定基準および判定基準の基礎となる試験の信頼性の両方に依存して

いる。分類が特定の試験の合否によって決定される例（例えば、易生分解性試験）もあり、また、量-反応

曲線および試験中の所見から解釈を行う例もある。いずれの場合も、試験条件を標準化して、所定の物質

について再現性のある結果が得られ、標準化された試験から、懸念される危険有害性クラスを決定するた

めの「有効な」データが得られるようにする必要がある。この意味では、有効性の検証は、特定の目的を

達成するための信頼性および妥当性を確立する過程である。 
 
1.3.2.4.3 危険有害性を特定するための、国際的に認められた科学的原則に従って実施される試験は、健康お

よび環境に対する有害性の特定に利用できる。健康および環境に対する有害性を特定するための GHS 判定基

準は、中立的な評価方法であり、既存システムで既に参照されている国際的手順および判定基準に従って有効

性が確認され、相互に受け入れ可能なデータが得られている限り、そのような方法も受け入れる。物理化学的

危険性を決定する試験方法は、一般的により明確であり、GHS においても具体的に記述されている。 
 
1.3.2.4.4 既に分類されている化学品 
 
 IOMC-CG-HCCS により策定された一般原則の１つによれば、化学品を調和されたシステムに従って分類

する際には、試験の重複および試験動物の不必要な使用を避けるために、化学品分類のための既存システム

により得られている試験データを受け入れるべきであるとしている。この原則には、GHS における判定基

準が既存システムの判定基準と異なっているような状況では重要な意味がある。ずっと以前の試験で得た既

存データの質を決定することが困難な状況もある。そのような場合には専門家の判断が必要となる。 
 
1.3.2.4.5 特殊な問題のある物質/混合物 
 
1.3.2.4.5.1 生物系および環境系への物質または混合物の影響は、とりわけ物質または混合物および/または

混合物中の成分の物理化学的性質と、成分が生物学的にどのように利用されるかに左右される。一部の物質、

例えばある種のポリマーや金属では、この点に関して特殊な問題が生じる。国際的に認められている試験方

法による決定的な実験データによって、物質または混合物が生物学的に利用されないことが示されるならば、

それらを分類する必要はない。同様に、混合物の成分に関するこのような生物学的利用性についてのデータ

は、これらの混合物を分類するときに、該当する調和された分類基準と共に使用するべきである。 
 
1.3.2.4.5.2 ある種の物理的危険性（例えば爆発性や酸化性）は、鈍性化爆発物の例に見られるように、

混合物や物品に含まれたり包装されたりあるいは他の要因によって、希釈され変化するであろう。特定の

分野（例えば貯蔵）に対する分類手順では経験や専門性を考慮しなければならない。 
 
1.3.2.4.6 動物愛護 
 
 実験動物の愛護は懸案事項である。この倫理的問題には、ストレスや痛みの緩和だけでなく、国によっ

ては試験動物の使用および消費も含まれる。可能で適切であるならば、生きた動物を必要としない試験お

よび実験が、生きて感覚を持つ実験動物を用いる試験よりも望ましい。そのために、ある有害性について

は、動物を用いない観察/測定が分類システムの中に含まれている。さらに、動物数を少なくした、または

痛みを軽減させた動物試験代替法が国際的に受け入れられており、それらが優先されるべきである。 
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1.3.2.4.7 ヒトより得られた証拠 
 
 分類を目的として化学品のヒトの健康に対する有害性評価を行う際は、ヒトに対する化学品の作用に関

する信頼できる疫学的データおよび経験（例：職業に関するデータ、事故のデータベースからのデータ）

を考慮するべきである。有害性の特定のためだけにヒトで試験することは、一般に認められない。 
 
1.3.2.4.8 専門家の判断 
 
 混合物の分類にあたっては、ヒトの健康と環境を保護するためにできるだけ多くの混合物について既存

の情報を確実に使用できるように、多くの領域で専門家の判断の活用も必要であろう。また、特に証拠の

重み付けが必要な場合には、物質の有害性分類でのデータの解釈に専門家の判断を要するであろう。 
 

1.3.2.4.9 証拠の重み付け 
 
1.3.2.4.9.1 危険有害性クラスによっては、データが判定基準を満たした場合に直ちに分類されるものも

ある。また、証拠の総合的な重み付けにより物質または混合物が分類される場合もある。これは、有効な

in vitro 試験の結果や、関連する動物データ、疫学的調査や臨床研究、記録の確かな症例報告および所見

等のヒトでの経験など、毒性の決定に関するあらゆる利用可能な情報をすべて考慮するということである。 
 
1.3.2.4.9.2 データの質および一貫性は重要である。作用部位および作用機序や作用形態についての研究

結果と同様に、調査物質に関連した物質または混合物の評価も加えるべきである。陽性結果と陰性結果の

両方を組み合わせて証拠の重み付けを実施する。 
 
1.3.2.4.9.3 ヒトのデータでも、動物のデータでも、各章に示されている判定基準と一致する陽性の作用

は、分類を裏付けるものであろう。２つの情報源から証拠が得られ、その知見が矛盾している場合には、

分類の問題を解決するために、それらの情報源から得られる証拠の質および信頼性を評価しなければなら

ない。一般的に、質および信頼性に優れたヒトのデータは、他のデータより優先される。ただし、適切に

計画され実施された疫学的調査であっても、対象数が少ないために、比較的まれなしかし重要な影響を検

出できないとか、あるいは潜在的交絡要因を推定できないということもありうる。適切に実施された動物

試験から陽性の結果が得られたならば、ヒトで陽性の経験が得られていなくとも、その結果を否定しなく

ともよいが、むしろ予測される影響の発生率および潜在的交絡要因の影響に関する、ヒトおよび動物にお

ける両方のデータの頑健性および質についての評価が求められる。 
 
1.3.2.4.9.4 ばく露経路、作用機序に関する情報および代謝に関する研究は、ある影響がヒトに現れるか

どうかを決定する際に有用である。そのような情報からヒトへの適用について疑問が生じたときは、低い

方の分類が適当な場合もある。作用形態または作用機序がヒトに該当しないことが明らかであるならば、

その物質または混合物はその影響について有害であると分類をするべきでない。 
 
1.3.2.4.9.5 陽性結果と陰性結果の両方を組み合わせて証拠の重み付けを実施する。しかし、優れた科学

的原則に従って行われており、統計学的および生物学的に有意な結果が得られているならば、１つの陽性

結果を示す研究からでも危険有害性の分類は可能であろう。 

1.3.3 混合物の分類のための特別に留意すべき事項 

1.3.3.1 定義 

1.3.3.1.1 混合物を分類する規定の理解を確実にするためには、用語の定義が必要である。これらの定義

は、分類と表示に向けて製品の危険有害性を評価または決定する目的のためのものであり、インベントリ

ー報告などの他の状況で適用するためのものではない。定義の意図は、次のことを確実にすることである。 

(a) GHS の対象範囲内のすべての製品がそれらの危険有害性を決定するために評価され、そし
て該当する GHS 判定基準に従って分類されること。および  

(b) 評価は、実際の製品、すなわち安定した製品に基づくこと。もし製造中に反応が起こり、新

しい生成物が生ずる場合には、GHS を適用するため、その生成物に対して新たに危険有害性

についての評価および分類を行わなければならない。 
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1.3.3.1.2 物質、混合物、合金について、次の定義(working definitions)が採用された（GHS で用いられ

る他の定義および略語については第 1.2 章参照）。 

物質：自然状態にあるか、または任意の製造過程において得られる化学元素およびその化合物を

いう。製品の安定性を保つ上で必要な添加物や用いられる工程に由来する不純物を含むが、当該

物質の安定性に影響せず、またその組成を変化させることなく分離することが可能な溶媒は除く。 
 

混合物：複数の物質で構成される反応を起こさない混合物または溶液をいう。 
 

合金：機械的手段で容易に分離できないように結合した 2 つ以上の元素から成る巨視的にみて均

質な金属体をいう。合金は、GHS による分類では混合物とみなされる。 
 
1.3.3.1.3 GHS で物質および混合物の分類を一貫して行うためは、これらの定義を用いるべきである。ま

た、不純物、添加物、または物質もしくは混合物の成分が特定されてその各々が分類され、ある危険有害

性クラスについてカットオフ値/濃度限界を超える場合は、これらも分類の際に考慮に入れるべきである。 

1.3.3.1.4 実際には、物質によっては、大気中の気体、例えば、酸素、二酸化炭素、水蒸気などとゆっく

り反応して、異なる物質を形成するものがあるかもしれず、また、混合物の他の成分と極めてゆっくり反

応して、異なる物質を形成するものがあるかもしれないし、あるいは自己重合して、オリゴマーやポリマ

ーを形成するものがあるかもしれない。しかし、このような反応によって生成する物質の濃度は、一般的

に十分低いと考えられるので、混合物の危険有害性分類に影響しない。 

1.3.3.2 カットオフ値/濃度限界の使用 

1.3.3.2.1 未試験の混合物を成分の危険有害性に基づいて分類する場合、GHS1 では、ある危険有害性ク

ラスについて、混合物の分類された成分に対して統一的なカットオフ値または濃度限界が使用される。採

用されたカットオフ値/濃度限界でほとんどの混合物について危険有害性が適切に特定されるが、カットオ

フ値/濃度限界以下の濃度でもその成分が特定可能な危険有害性を呈する場合がある。また、カットオフ値

/濃度限界が、その成分が危険有害性を示さないと予想される濃度よりも、かなり低い場合もある。 

 
1.3.3.2.2 通常、GHS で採用されたカットオフ値/濃度限界は、どの管轄分野､部門でも一様に適用するべき

である。しかし、分類する者が、ある成分が統一的なカットオフ値/濃度限界以下でも危険有害性を有するこ

とが明白であるという情報を持つ場合には、その成分を含む混合物はその情報に従って分類するべきである。 

 
1.3.3.2.3 ある成分が統一的な GHS のカットオフ値/濃度限界以上の濃度で存在していても、危険有害性が顕

在化しないという明確なデータが示される場合がある。この場合、混合物は、そのデータに従って分類できる。

データにより、ある成分が単独で存在する場合よりも、混合物中でより危険有害性が増すという可能性が除外

されるべきである。さらに、混合物は、その決定に影響を与える他の成分を含んでいるべきではない。 

 
1.3.3.2.4 統一的な GHS のカットオフ値/濃度限界以外の値を利用する理由を示した書類は保管し、後で

要求があった場合に審理に利用できるようにするべきである。 

 
1.3.3.3 相乗または拮抗作用 

GHS の要求事項に従って評価を行う場合、評価者は、混合物成分間の潜在的相乗作用についてのあら

ゆる情報を考慮に入れなければならない。拮抗作用に基づいて混合物の分類をより低位の区分に下げるこ

とは、その決定が十分なデータによって裏付けされる場合に限る。 
 

  

                                                  
1  GHS では、「カットオフ値」および「濃度限界」は同意義であり、どちらを使用してもよい。所管官庁は分類を行う
境界を定義するために、どちらかの用語を使用するかどうか選択してもよい。 
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第 1.4 章 

 

危険有害性に関する情報の伝達：表示 

 

1.4.1 目的、範囲および適用 

1.4.1.1 世界調和システム（GHS）の作業における目的のひとつは、GHS のために策定された分類の判
定基準に基づいた表示、安全データシート、容易に理解できるシンボルを含む、調和された危険有害性に
関する情報の伝達のシステムを確立することにあった。この作業は、ILO の支援の下、危険有害性に関す
る情報の伝達に関する ILO作業グループによって、危険有害性物質および混合物の分類（第 1.3章 1.3.1.1.2）
における分類の調和で示したものと同じ 3 段階の手続で行われた。 

1.4.1.2 危険有害性に関する情報の伝達に関する調和システムは、GHS での各危険有害性クラスおよび

区分に関する情報を伝達するためにそれぞれに該当する表示要素を含む。GHS の各危険有害性クラスお

よび区分に割り当てられたシンボル、注意喚起語、危険有害性情報以外のものを使用することは、調和の

取り組みに反するものである。 

1.4.1.3 ILO 作業グループは、危険有害性に関する情報の伝達についても IOMC CG/HCCS の委任事項 1

に記載されている一般原則の適用を考慮し、また、特定の危険有害性クラスおよび区分を特定の対象者に

当てはめるか否かに関して、システムの要求事項および原則にある程度柔軟性が必要となる状況があるこ

とを認めた。 

1.4.1.4 例えば、危険物輸送に関する国連勧告・モデル規則は、急性毒性でも最も有害性の程度の高い区
分のみを対象としている。このシステムでは、有害性の程度が比較的低い範囲内（例えば、経口摂取量が
300mg/kg より多い範囲内）にある物質または混合物については表示を行わない。しかし、同システムの
適用範囲が変更され、こうした比較的低い危険有害性区分に収まる物質および混合物も組み入れることに
なれば、これらは該当する GHS の表示要素により表示を行うべきである。製品の危険有害性に関する表
示を決定するために、異なるカットオフ値を用いることは調和に反する。 

1.4.1.5 危険物輸送に関する国連勧告・モデル規則では、その対象者のニーズから、主として図形で表示

情報を提示することが認められている。したがって国連の危険物輸送に関する専門家小委員会は、モデル

規則の下で、表示に注意喚起語と危険有害性情報を含めないという選択が可能である。 

1.4.2 専門用語 

1.4.2.1 危険有害性に関する情報の伝達に関する共通の用語および定義は、第 1.2 章定義および略語 に含

まれる。 
 
1.4.3 対象者 

1.4.3.1. 調和された危険有害性に関する情報の伝達システムの主な末端利用者となる対象者のニーズが

確認された。特に、これらの対象者が危険有害性のある化学品についての情報を受け取り、利用する方法

について集中的に議論が行われた。製品の予想される用途、ラベル以外の情報の利用可能性および訓練の

利用可能性等について議論された。 
 
1.4.3.2. 異なる対象者のニーズを完全に分離することは困難であることがわかった。例えば、作業者と緊

急時対応者の両方が貯蔵施設でラベルを利用するし、塗料や溶剤などの製品は、消費者と作業場の両方で

使用される。さらに、駆除剤は、消費者部門でも（例えば芝や園芸品など）作業場でも（例えば種子の処

理施設において使用される駆除剤）使用される。これは、対象者によってはそれぞれの特徴があるという

ことである。この節の以下の段落では、対象者と彼らが必要とする情報の種類を検討する。 

―――――――――――――― 
1  IOMC、化学品の分類システムの調和のための調整グループ、委任事項および作業プログラム改訂版（IOMC/HCS/95- 
1996 年 1 月 14 日）
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1.4.3.3 作業場：事業主と作業者は、作業場で使用または取り扱われる化学品に特有の危険有害性とそれ
による悪影響を避けるために必要な防護対策に関する情報を知っている必要がある。化学品の貯蔵におい
ては、潜在的な危険有害性は化学品の容器（包装）により最小限に抑えられているが、事故が起きた場合
には、作業者と緊急時対応者は災害を小さくする適切な方法を知る必要がある。事故の場合、ある程度離
れていても読むことができる情報が必要であろう。しかし、ラベルは唯一の情報源ではなく、SDS や作業
場のリスク管理システムを通しても情報は入手できる。リスク管理システムは危険有害性の特定および防
止に関する訓練についても規定するべきである。行われる訓練の内容および SDS で提供される情報の正
確さ、分かりやすさ、完成度は様々であろう。とはいっても、例えば消費者と比較して、作業者はシンボ
ルや他の種類の情報をより深く理解することができる。 
 
1.4.3.4 消費者：大抵の場合、ラベルは消費者にとって容易に入手できる唯一の情報源である。そのため、
ラベルはその製品の使用について、十分詳細かつ適切であることが必要となる。消費者への情報提供に関し
て、大きな基本的考え方の相異があった。障害の可能性に基づいた表示（すなわちリスクコミュニケーショ
ン）は、ある消費者表示システムにおいては有効な手法と考えられるが、一方で、「知る権利」の原則を考
慮し製品の危険有害性だけに基づいた消費者への情報提供を行うシステムもある。消費者教育は他の対象者
教育より困難で効率が悪い。消費者に最も簡単で最も容易に理解できる用語で十分な情報を提供するのは、
かなりの難題である。消費者はラベル情報だけに頼るであろうから、分かりやすさの問題は特に重要である。 
 
1.4.3.5. 緊急時対応者：緊急時対応者は、広範囲なレベルについて情報を必要とする。また、緊急対応を
容易にするために、正確かつ詳細で十分に明確な情報を必要とする。これは、輸送中、貯蔵施設、または
作業場の事故の場合に当てはまる。例えば、消防士や最初に事故現場にいる者は、ある程度離れていても
はっきりしていて意味のわかる情報を必要とする。このような作業者は、図および記号化された情報の使
用について高度に訓練されている。さらに、緊急時対応者は危険有害性と対応策についてより詳細な情報
を必要とし、彼らはこれを広範囲な情報源から入手している。事故または緊急時の被害者を治療する医療
従事者が必要とする情報は、消防士のものとは異なるであろう。 
 
1.4.3.6 輸送：危険物輸送に関する国連勧告・モデル規則は、輸送従事者と緊急時対応者が主対象である
が、より広範囲の対象者に使用されている。事業主、輸送委託者もしくは受託者、または車両もしくは貨
物コンテナでの輸送物の荷役従事者なども関係する。これらの全員が、あらゆる輸送状況に対応した一般
安全慣行に関する情報を必要とする。例えば、運転者は輸送する物質にかかわらず、事故の場合に何をす
べきかを知らなければならない（例えば事故を所管官庁に報告する、船積み書類を所定場所に保管するな
ど）。運転者が包装品の積み卸しやタンクへの充填などを行わない場合は、彼らは特定の危険有害性に関
する限られた情報だけを必要とするであろう。乗船する作業者等、危険物に直接接触する可能性がある作
業者は、より詳細な情報を必要とする。 
 
1.4.4 理解度 

1.4.4.1 提供される情報の分かりやすさは、危険有害性に関する情報の伝達システムを策定する際の最も
重要な課題のひとつであった（附属書 6 理解度に関する試験方法 を参照）。調和されたシステムの目的
は、対象者が容易に理解できるように情報を提示することである。GHS では、この理解の促進のため、
以下の原則を確認した。 
 

 (a)  情報は複数の方法で伝達するべきである。 
 

 (b)  システムの構成要素の分かりやすさは、試験から得られた証拠だけでなく、既存の研究と文 
献を考慮するべきである。 

 
 (c)  危険有害性の程度（重大さ）を示すために用いられる用語は、異なる危険有害性の種類にわ 

たって一貫しているべきである。 
 
1.4.4.2. 最後の点に関しては、発がん性などの長期的影響と引火性などの物理化学的危険性との間の重大
さの比較に関して議論がなされた。物理化学的危険性をヒトの健康に対する有害性と直接比較することは
可能ではないかも知れないが、危険有害性の程度を対象者に示すことで、危険有害性について同程度の懸
念を伝達することは可能であろう。
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1.4.4.3 理解度に関する試験方法 

 メリーランド大学が行った予備的な文献調査により、理解度に関係した一般原則は、調和された危険有

害性に関する情報の伝達システムの策定に適用できることが示された。ケープタウン大学はこれを発展さ

せ、危険有害性に関する情報の伝達システムの理解度を評価する試験方法にした(附属書 6 参照)。個々の

ラベル構成要素の試験に加え、この方法では、ラベル構成要素を組み合わせた時の理解度も考慮している。

これは、理解力を高める訓練にそれほど頼れない消費者に対する警告メッセージの理解度を評価する際に

特に重要と考えられた。この試験方法は、SDS の理解度を評価する手段も含んでいる。この方法の概説は、

附属書 6 に示した。 

1.4.5 翻訳 

 文言の使い方で理解度が異なる。翻訳する際に分かりやすさを保ちつつ、同じ意味を伝達しなければな

らない。例えば、IPCS 化学品安全カードプログラム（Chemical Card Programme）は、標準的な文言

の多種多様な言語への翻訳でこの種の経験を積んでいる。欧州連合も例えば、危険有害性やリスクなど、

同じメッセージを多数の言語で伝達するという翻訳経験を持っている。キーフレーズを用いている北米の

緊急時対応ガイドブック（North American Emergency Response Guidebook）でも同様の試みがなされ

ており、多くの言語に翻訳したものを利用することができる。 

1.4.6 標準化 

1.4.6.1. できるだけ多くの国にシステムを導入させるために、GHS は、企業がシステムを遵守しやすく、

また国がシステムを実行しやすいように、システムの大部分を標準化した手順に基づいたものにした。標

準化は、特定のラベル要素 ― シンボル、注意喚起語、危険有害性情報、注意書き ― およびラベルの書

式と色、そして SDS の書式に適応される。 

1.4.6.2 調和システムにおける標準化の適用 

 ラベルでは、危険有害性シンボル、注意喚起語および危険有害性情報はすべて標準化され、各危険有害

性区分に割り当てられている。これらの標準化された要素は変更されるべきでなく、本文書の危険有害性

クラスに関する各章に示されたとおり、GHS ラベル上に記載されるべきである。安全データシートにつ

いては、危険有害性に関する情報の伝達：安全データシート（第 1.5 章）に、情報提示の方法について標

準化した様式を示した。注意書きは、現行の GHS では完全に調和されていないが、本文書の附属書３は、 
適切な文言を選択する際の助けとなるよう手引を示している。国々が、このシステムに経験を積めば、こ

の分野において、さらに標準化を達成するための追加作業が将来着手されるかも知れない。 
 
1.4.6.3 標準化されていない情報または補足情報の使用 
 
1.4.6.3.1 調和されたシステムで標準化されていないラベルに記載される他の多くの要素がある。これら

の一部は明らかに、注意書き等としてラベルに含める必要がある。追加情報は所管官庁が要求する場合も

あるであろうし、また供給者が自主的に補足情報を加えることもできる。標準化されていない情報を使用

することにより、不必要な情報が増加したり、GHS 情報が軽視されることにつながらないようにするた

めに、補足情報の使用は次のような場合に限定するべきである。 
 

（a） 補足情報はより詳細な情報を提供するものであり、標準化された危険有害性に関する情報の妥

当性に矛盾したり、疑いを生じさせたりしないこと。または、 
 
（b） 補足情報により、GHS にまだ取り入れられていない危険有害性に関する情報が提供されるこ

と。 
 
いずれの場合でも、補足情報により保護されるレベルを低下させるべきではない。 

1.4.6.3.2 表示を行う者は、物理的状態やばく露経路など、危険有害性に関する補足情報については、ラ

ベル上の補足情報の部分に示すのではなく、危険有害性情報と共に示すべきである。1.4.10.5.4.1 も参照

のこと。 
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1.4.7 情報の更新 

1.4.7.1 すべてのシステムは、新しい情報に適切かつ適時に対応し、それに応じたラベルと SDS 情報を

更新する手段を定めるべきである。例を以下に示す。 
 
1.4.7.2 情報更新の全般的指針 

1.4.7.2.1 供給者は、化学品の危険有害性について入手した「新しくかつ重要な」情報に対応し、その物

質に関する表示および安全データシートを更新するべきである。新しくかつ重要な情報とは、物質または

混合物に関する GHS の分類の変更と、ラベルに表示すべき情報またはその化学品に関するあらゆる情報

および SDS に影響する適切な予防対策の変更につながるものをさす。例えば、分類の変更にはすぐに至

らないが、最近公表された文書または試験の結果から、ばく露による潜在的な慢性的健康影響に関する新

たな情報が明らかになったような場合がこれにあたる。 

1.4.7.2.2 情報の更新は、変更を必要とする情報を入手し次第、迅速に行うべきである。所管官庁は情報を

改訂するまでの時間的期限を定めてもよい。これは、駆除剤で行われるような認可手続を伴わない製品の表

示や SDS にのみ適用される。表示が製品認可手続の一部であるような駆除剤の表示システムでは、供給者

が供給品の表示を自発的に更新することはできない。しかし、製品が危険物の輸送に関する要求事項の適用

を受ける場合は、輸送に用いられる表示については、上記のとおり新情報の入手時に更新するべきである。 

1.4.7.2.3 また供給者は、たとえ新しく重要な情報がなかったとしても、物質または混合物の表示および

安全データシートの基礎となる情報について定期的に見直しを行うべきである。これには例えば、化学品

の危険有害性のデータベースにおける新情報の検索が必要となろう。所管官庁は、当初の作成期日から起

算した期限（通常 3～5 年）を定め、その期間内に供給者が関連の表示および SDS 情報の見直しを行うよ

うにしてもよい。 
 
1.4.8 営業秘密情報 
 
1.4.8.1 GHS を採用しているシステムでは、どのような規定が営業秘密情報（CBI）の保護に適切かを考

慮するべきである。このような規定によって、作業者や消費者の健康と安全、または環境保護を危うくす

るべきではない。GHS の他の部分と同様、輸入される物質または混合物の営業秘密情報の申請について

は、輸入国の規則を適用するべきである。 
 
1.4.8.2 システムで営業秘密情報の保護を規定することに決めた場合、所管官庁は国家の法律と慣行に従

い、適切なメカニズムを確立し、以下を考慮するべきである。 

（a） ある特定の化学品または化学品の危険有害性クラスを含めることが、システムの要求事項に合

っているどうか、 

（b） 競合相手が情報を入手してしまう可能性や、知的所有権などの要因、潜在的危険有害性の開示

が事業主または供給者の事業に与える要因を考慮して、どのような「営業秘密情報」の定義を

適用するべきか、および 

（c） 作業者や消費者の健康と安全を保護するあるいは環境を保護する必要がある場合、営業秘密情

報の開示の適切な手順、および追加の開示を防止する措置。 
 
1.4.8.3 営業秘密情報の保護に関する規定は、国家の法律と慣行により、システム間で異なる場合がある。

しかし、これらは次の一般原則と一致させるべきである。 

（a） ラベルまたは安全データシートで要求される情報については、CBI の申請は物質の名前と混合

物中の濃度に制限するべきである。他のすべての情報は、要求どおり、ラベルまたは安全デー

タシートで開示するべきである。 

（b） CBI がある場合は、ラベルまたは安全データシートでその事実を示すべきである。 

（c） CBI は要請に応じて、所管官庁に開示するべきである。所管官庁は適用される法律と慣行に従

い、情報の機密性を保護するべきである。 
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（d） 危険有害性のある物質または混合物へのばく露による緊急事態であると医療関係者が決定し

た場合、供給者または事業主あるいは所管官庁が治療に必要な特定の機密情報を適時に開示す

る手段を確保するべきである。医療関係者は情報の機密性を保持するべきである。 

（e） 緊急事態でない場合には、供給者または事業主は、ばく露した作業者または消費者に医療や他

の安全衛生サービスを提供する安全衛生の専門家、および作業者または作業者の代表者への機

密情報の開示を保証すべきである。情報を要求する者は、開示の理由を示し、消費者または作

業者保護の目的でのみ情報を使用し、他の目的に使用しないことに同意するべきである。 

（f） CBI の非開示が要求された場合、所管官庁はこのような要求に対応するか、あるいは要求に対

する代替の方法を規定するべきである。供給者または事業主は、保留された情報が営業秘密情

報保護の対象になるという主張に対して責任を持つべきである。 

1.4.9 訓練 
 
 危険有害性に関する情報の使用者に対する訓練は、情報伝達の重要な部分である。システムでは、GHS
対象者はラベルまたは SDS 情報を解釈し、化学品の危険有害性に対応して適切な措置を採ることが要求

されるので、GHS の対象者に対する適切な教育と訓練の内容が明らかにされるべきである。訓練規定は、

作業またはばく露の内容に見合った適切なものとすべきである。訓練の主な対象者は、作業者、緊急時対

応者、ならびにリスクマネージメントシステムの一環としてラベル、SDS および危険有害性に関する情報

の伝達方策の立案に関係する者を含む。危険有害性のある化学品の輸送と供給に関係する他の者も、様々

なレベルで訓練を必要とする。加えて、システムでは、使用する製品のラベル情報の解釈に関する消費者

の教育に必要な方策も考慮するべきである。 
 
1.4.10 表示手順 
 
1.4.10.1 範囲 
 
 以降の節では、GHS における表示の準備のための手順を説明する。その手順は以下の項目からなる。 
 

（a） ラベル要素の割り当て 
 

（b） シンボルの記載  
 

（c） 危険有害性の絵表示の記載  
 

（d） 注意喚起語 
 

（e） 危険有害性情報 
 

（f） 注意書きおよび絵表示 
 

（g） 製品および供給者の特定 
 

（h） 複数の危険有害性および危険有害性に関する情報の優先順位 
 

（i） GHS ラベル要素の配置方法 
 

（j） ラベルに関する特別な取決め 
 
1.4.10.2 ラベル要素 
 
 各章の表には、GHS のそれぞれの危険有害性クラスに割り当てられたラベル要素（シンボル、注意喚

起語、危険有害性情報）が列挙されており、これらは、GHS の危険有害性判定基準を反映している。ラ

ベル要素の割り当てに関しては、附属書 1 にまとめられている。対象者別に必要な情報について考慮した

特別の取決めについては、1.4.10.5.5 で詳述する。 
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1.4.10.3 危険有害性シンボルの記載 
 
 次の危険有害性シンボルは、GHS で使用すべき標準シンボルである。健康有害性に使用される新しい

シンボル、感嘆符を除き、危険物輸送に関する国連勧告・モデル規則で使用される標準シンボルが用いら

れている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
1.4.10.4 危険有害性を表す絵表示の記載 
 
1.4.10.4.1 絵表示とは、ある情報を伝達することを意図した、シンボルと境界線、背景のパターンまたは

色などの図的要素から構成されるものをいう。 
 
1.4.10.4.2 形と色 
 
1.4.10.4.2.1 GHS で使用されるすべての危険有害性を示す絵表示は、１つの頂点で正立させた正方形の

中に書かれるべきである。 
 
1.4.10.4.2.2 輸送に対しては、危険物輸送の国連モデル規則で指定された絵表示（一般に、輸送の規則にお

けるラベルと呼ばれる）を用いるべきである。国連モデル規則は、色、シンボル、サイズ、背景の濃淡、およ

び追加的な安全情報（例：危険有害性クラス）および様式を含む輸送の絵表示を規定している。輸送の絵表示

は、最小でも 100mm 角の大きさが要求されているが、非常に小さい包装の場合、またはガスシリンダーに対

しては、より小さな絵表示を例外として認めている。また、輸送の絵表示ではラベルの上半分にシンボルを置

く。国連モデル規則では、輸送の絵表示は、コントラストのある色を背景として、包装の上に、印刷するか、

または貼付する。引火性液体について国連モデル規則で使用する絵表示の例を下に示す。 
 
 
 

 
 

 
 

UN RTDG モデル規則の 引火性液体の絵表示 (シンボル：炎：黒または白、 
背景：赤、下部の隅に数字の 3、最小寸法 100mm×100mm) 

 
1.4.10.4.2.3 GHS で規定されているが、危険物輸送に関する国連勧告・モデル規則では規定されていな

い絵表示は、白い背景の上に黒いシンボルを置き、はっきり見えるように十分に幅広い赤い枠で囲むべき

である。しかし、輸出されない包装品のラベルにこのような絵表示を用いるときは、所管官庁は、供給者

および事業主に黒い境界線を使用する許可を与えることができる。さらに、所管官庁は、包装品が危険物

炎 円上の炎 爆弾の爆発 

  

  

腐食性 ガスボンベ どくろ 

  
 

 
 

感嘆符 環境 健康有害性 
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輸送に関する国連勧告・モデル規則の対象とならない他の部門でも、国連モデル規則の絵表示の使用を許

可することができる。皮膚刺激性物質に使用される GHS 絵表示の例を下に示す。 
 

皮膚刺激性の絵表示 

 
1.4.10.4.3 コード化 

輸送以外の分野に対する GHS で規定されている絵表示およびそれぞれを一意的に認識できるコードは

附属書 3 の第 4 節に記載した。絵表示コードは参照のためだけに使用されるものである。これは絵表示の

一部ではなく、ラベルや安全データシート第 2 節に記載するべきではない。 
 
1.4.10.4.4 輸送における GHS 絵表示の使用 

 輸送においては、危険物輸送に関する国連勧告、モデル規則で要求されていない GHS の絵表示は

完全な GHS ラベルの一部としてのみ表示しなければならない（1.4.10.5.4.1 を参照）し、また単独で

用いるべきではない。 
 
1.4.10.5 ラベル要素の配置 
 
1.4.10.5.1 危険物輸送の国連モデル規則による包装に必要な情報 

 危険物輸送の国連モデル規則の絵表示をラベルに使用する場合には、同じ危険有害性に関する GHS の

絵表示を使用すべきでない。また、危険物輸送に要求されない GHS 絵表示は、貨物輸送用コンテナ、道

路車両または鉄道貨車/タンクに付けるべきでない。 
 
1.4.10.5.2 GHS ラベルに必要な情報 

(a) 注意喚起語 

注意喚起語とは、危険有害性の重大性の相対的レベルを示し、利用者に対して潜在的な危険有害

性について警告するための語句を意味する。GHS で用いられる注意喚起語は、「危険（Danger）」
と「警告（Warning）」である。「危険」は多くの場合より重大な危険有害性区分に用いられ（主

として危険有害性の区分 1 と 2）、「警告」は多くの場合より重大性の低い区分に用いられる。

GHS の各危険有害性の区分に割り当てられた注意喚起語は、各章のそれぞれの危険有害性クラ

スに関する表に示されている。 

 
(b) 危険有害性情報 

(i)   危険有害性情報とは、各危険有害性クラスおよび区分に割り当てられた文言で、該当製品

の危険有害性の性質と該当する場合はその程度を示すものである。GHS の各危険有害性区

分に割り当てられた危険有害性情報は、各章のそれぞれの危険有害性クラスに関する表に

示されている。 

(ii)  危険有害性情報およびそれらを特定するコードは付属書３の第 1 節に記載されている。危

険有害性情報のコードは参照するためのものである。コードは危険有害性情報の文言の一

部ではないので、文言の代わりに用いることはできない。 
 

(c) 注意書きおよび絵表示 

(i)  注意書きは、危険有害性をもつ製品へのばく露、または、その不適切な貯蔵や取扱いから
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生じる被害を防止し、または最小にするために取るべき推奨措置について記述した文言（ま
たは絵表示）を意味する。GHS ラベルは適切な注意書きを含むべきであるが、その選択は
表示者または所管官庁が行う。附属書 3 では使用できる注意書きの例、および所管官庁が
許可した場合に使用できる予防策を表す絵表示の例を示す。 

(ii)  注意書きおよびそれらを特定するコードは附属書３の第２節に記載されている。注意書き
のコードは参照するためのものである。コードは注意書きの文言の一部ではないので、文
言の代わりに用いることはできない。 

 
(d) 製品特定名 

(i)   製品特定名は、GHS ラベルに使用されるべきであるが、これは SDS で使用した製品特定

名と一致させるべきである。当該物質または混合物に危険物輸送の国連モデル規則が適応

される場合は、包装品に国連品名も記載するべきである。 
 
(ii)  物質用のラベルは、物質の化学的特定名を含むべきである。混合物または合金であって、急性

毒性、皮膚腐食性または眼に対する重篤な損傷性、生殖細胞変異原性、発がん性、生殖毒性、

皮膚感作性または呼吸器感作性、あるいは特定標的臓器毒性（STOT）の有害性がラベルに示

される場合、これらに関与するすべての成分または合金元素の物質の化学的特定名をラベルに

示すべきである。また、所管官庁は、混合物または合金の上記以外の健康有害性に関与するす

べての成分または合金元素についてもラベルに記すよう要求することができる。 

(iii)  物質または混合物が作業場での使用のためだけに供給される場合には、所管官庁は、物質

の化学的特定名をラベルではなく SDS に記載する裁量を供給者に与えることができる。 
 
(iv)  営業秘密情報に関する所管官庁の規則は製品の特定名の規則よりも優先される。つまり、

通常であれば成分がラベルに記載される場合でも、その成分が営業秘密情報に関する所管

官庁の判断基準を満たす場合は、その特定名をラベルに記載しなくてもよい。 
 

(e) 供給者の特定 

 物質または混合物の製造業者、または供給者の名前、住所および電話番号をラベルに示すべき

である。 
 
1.4.10.5.3 複数の危険有害性および危険有害性に関する情報の優先順位 
 
 物質または混合物が複数のGHS 危険有害性を示す場合には以下のように取り扱う。これは、目的、範囲、適
用（第 1.1 章）に記述されている選択可能方式の原則を侵すものではない。したがって、このシステムで、ある

危険有害性に関する情報をラベルに記載しない場合には、以下の取決めはそれに応じて変更するべきである。 
 
1.4.10.5.3.1 シンボルの割当てに関する優先順位 
 
 危険物輸送に関する国連勧告・モデル規則が適用される物質および混合物については、物理化学的危険

性のシンボルの優先順位は国連モデル規則に従うべきである。作業場については、所管官庁は物理化学的

危険性のすべてのシンボルの使用を要求してもよい。健康に対する有害性については、次の優先順位の原

則が適用される。 

(a) どくろを適用する場合、感嘆符を使用するべきでない。 
(b) 腐食性シンボルを適用する場合、皮膚または眼刺激性を表す感嘆符を使用するべきではない。 
(c) 呼吸器感作性に関する健康有害性シンボルを使用する場合、皮膚感作性または皮膚/眼刺激性を表す

感嘆符を使用するべきではない。 
 
1.4.10.5.3.2 注意喚起語の割り当てに関する優先順位 
 
 注意喚起語「危険」を適用する場合、注意喚起語「警告」を使用するべきでない。 
 
1.4.10.5.3.3 危険有害性情報の割当てに関する優先順位 
 
 ラベルには、本節で定められた他の方法を除いて、割り当てられたすべての危険有害性情報を記載する

べきである。所管官庁は、それらを示す順序を指定してもよい。 
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 しかし、危険有害性情報における明らかな重複や冗長を避けるために、次のような優先に関する決まり

を適用してもよい： 
 

(a) H410「長期継続的影響により水生生物に非常に強い毒性」が割り当てられた場合、H400「水生生

物に非常に強い毒性」は省略することができる。 
 

(b) H411「長期継続的影響により水生生物に毒性」が割り当てられた場合、H401「水生生物に毒性」

は省略することができる。 
 

(c) H412「長期継続的影響により水生生物に有害」が割り当てられた場合、H402「水生生物に有害」

は省略することができる。 
 

(d) H314「重篤な皮膚の薬傷・眼の損傷」が割り当てられた場合、H318「重篤な眼の損傷」は省略す

ることができる。 
 

 所管官庁は上記の優先に関する決まりを要求するか、あるいはその選択を製造者/供給者に委ねるか決め

ることができる。 
 
 付属書 3 の表 A3.1.2 には危険有害性情報の特別な組み合わせが示してある。組み合わせられた危険有
害性情報が示されたところに関しては、所管官庁は組み合わせられた危険有害性情報かまたはそれぞれ
個々の危険有害性情報のどちらをラベルに記載するか、あるいはその選択を製造者/供給者に委ねるか決め
ることができる 
 
1.4.10.5.4 GHS ラベル要素を提示する際の取決め 
 
1.4.10.5.4.1 ラベル上の GHS 情報の配置 
 
 GHS の危険有害性を表す絵表示、注意喚起語および危険有害性情報はラベル上に一緒に配置するべき

である。所管官庁は、これらの記載および注意書きの記載について配置を指定するか、または供給者の自

由裁量に任せることができる。各章の危険有害性クラスのところにガイダンスと例が示されている。 
 

 ラベル要素を種々の包装にどのように表示すべきかについての関心が示されてきた。例を附属書 7 に示した。 
 
1.4.10.5.4.2 補足情報 

 
 所管官庁は、1.4.6.3 で概説された事項に従った補足情報の使用を許可する裁量を有する。所管官庁は、

この情報のラベルの記載すべき場所を指定しても、または選択に任せてもよい。いずれの場合においても、

補足情報の配置が GHS で定められている情報を妨げるべきでない。 
 
1.4.10.5.4.3 絵表示外での色の使用 

 色は、絵表示で使用するほか、特別なラベルの要件を満たすためにラベルの他の領域で使用することが

できる。例えば、FAO 表示ガイドにおける駆除剤標識への使用、注意喚起語や危険有害性情報、またはそ

れらの背景、あるいは所管官庁による他の規定での使用などがある。 
 
1.4.10.5.4.4 小さな包装のラベル 
 
小さな包装のラベルについて勘案されなければならない原則は以下のとおりである： 

 
(a)  可能であれば、すべての適用される GHS ラベル要素は危険有害な物質あるいは混合物が直接入っ

ている容器に記載されていなければならない； 
 

(b)  すべての適用されるラベル要素が直接の容器に記載できない場合には、GHS の「ラベル」の定義

にしたがって、すべての危険有害性情報を与える他の方法が用いられなければならない。これに影

響する要素には特に次のようなものがある： 
 

(i) 直接容器の形やサイズ； 
 

(ii) 含まれるべきラベル要素の数、特に物質や混合物が多くの危険有害性クラスに対して判定基

準が当てはまる場合； 
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(iii) １つの公用語以上でラベルに記載する必要がある場合。 

 
(c)  物質あるいは混合物の容量が非常に少なくて、供給者がヒトの健康や環境への害がなさそうである

ことを示し、所管官庁が決定した場合には、ラベル要素は直接容器から省略することができる： 
 

(d) 所管官庁は、物質や混合物の容量がある量よりも少ない場合には決められた危険有害性のクラスや

区分を直接容器から省略することを認めてもよい： 
 

(e)  直接容器上のラベル表示要素のいくつかは、製品のライフサイクルを通じて利用可能とする必要が 
あろう、例えば労働者や消費者によって続けて使用されるものなど。 

 
1.4.10.5.5 ラベルに関する特別な取決め 
 
 所管官庁は、発がん性物質、生殖毒性および特定標的臓器毒性反復ばく露に関する特定の危険有害性に

関する情報については、ラベルおよび SDS、または SDS のみにより、情報伝達を行う場合がある（これ

らの危険有害性クラスに関連したカットオフの詳細については各章を参照すること）。 
 

 同様に、金属と合金が大量かつ散逸しない状態で供給されるときには、所管官庁は SDS だけで危険有

害性に関する情報の伝達を行うことを許可することもある。 
 
 所管官庁は、物質または混合物が金属に対して腐食性であるが皮膚および/または眼に対しては腐食性で

ない場合には、消費者製品として包装され完成しているそのような物質または混合物のラベルから「金属

腐食性」に関連した絵表示の削除を許可することを選択しても良い。 
 
1.4.10.5.5.1 作業場用の表示  

 
 GHSの対象となる製品には、作業場に供給される時点でGHSのラベルが付けられるが、そのラベルは、

作業場においてもその供給された容器にずっと付けておくべきである。また、GHS のラベルあるいはラ

ベル要素は作業場の容器にも使用されるべきである。所管官庁は同じ情報を作業者に伝える代替手段とし

て、事業主が、異なる記述あるいは表示様式を用いることを許可することができる。ただし、このような

様式は作業場において、より適切で、必要な情報が GHS ラベルと同様に有効に伝達される場合に限る。

例えば、ラベル情報を個々の容器上に付すのではなく、作業区域内に表示することもできる。 
 
 労働者に対して GHS ラベルに含まれる情報を示すための代替手段は、通常、危険有害性を有する化学

品が供給者の容器から作業場の容器もしくはシステムに移し替えられる場合や、化学品が作業場で製造さ

れ、販売もしくは供給用の容器に収納されない場合に必要となる。作業場で製造される化学品は、様々な

方法で容器に投入あるいは貯蔵される。例えば試験もしくは分析用に集められた少量の試料や、弁、処理

工程もしくは反応容器を含む配管、鉱石運搬車、コンベアシステム、ばら積などがあげられる。バッチ式

製造工程においては、様々な混合物を入れるのに１つの混合容器が用いられる場合もある。 
 
 多くの状況において、完全な GHS のラベルを作成し、それを容器に添付することは、容器のサイズに

よる制約や工程用の容器に近づけないなどの理由から現実的ではない。化学品が供給用容器から移し替え

られるような作業場としては、例えば、研究所での試験または分析用容器、貯蔵容器、パイプまたは反応

システム、1 人の作業者が化学品を短時間だけ利用するための一時的な容器などがある。すぐ利用するた

めに分取した化学品には主要成分についてラベルで示し、使用者に供給者のラベル情報と SDS を直接参

照させることが必要となろう。 
 
 このすべてのシステムにおいて、危険有害性に関する明確な情報の伝達が保証されるべきである。労働

者には作業場で用いられる情報伝達の方法について理解できるような訓練をするべきである。代替手段の

例としては、GHS シンボルおよびその他の予防対策を表した絵表示とともに製品の特定名を用いる、パ

イプや容器に含まれる化学品の識別を行うために SDS とともに複雑なシステムの工程にはフローチャー

トを用いる、配管および工程の設備に GHS のシンボル、色、注意喚起語を使った表示を行う、固定配管

には恒久的な掲示を行う、バッチ式混合容器の表示にバッチ表示や配合表を用いる、危険有害性シンボル

および製品の特定名を示す配管標識を用いる、などがある。 
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1.4.10.5.5.2 危害の可能性に基づく消費者製品の表示 
 

 すべてのシステムは、GHS 分類基準を使用するべきである。しかし、所管官庁は、障害の可能性に基

づいて情報を提供する消費者表示システムを認可することができる（リスクに基づくラベル）。その場合、

所管官庁は製品使用に対する潜在的ばく露およびリスクを決定する手順を確立することとなる。この方法

に基づくラベルでは、特定されたリスクに関して目的とされる情報を提供するが、有害性だけに基づくラ

ベルで示される慢性健康影響（例えば、反復ばく露による特定標的臓器毒性（STOT）、生殖毒性、発がん

性）に関する情報を含まない場合がある。リスクに基づくラベル表示に関する大まかな原則の説明を、附

属書 5 に示す。 
 
1.4.10.5.5.3 触覚による警告 

 触覚による警告が使用される場合、技術仕様は「触覚による危険の警告：要求事項」に関する ISO 規格 
11683(1997 年版)に従うべきである。 
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第 1.5 章 

危険有害性に関する情報の伝達：安全データシート 

 
1.5.1 調和システムにおける 安全データシート（SDS）の役割 
 
1.5.1.1 SDS は、作業場の化学品管理規制の枠組みの中で使用するために、物質または混合物に関する包

括的な情報を提供するべきである。事業主と作業者の両者は、環境に対する危険有害性も含めた危険有害

性に関する情報源として、また、安全対策に関する助言を得るために、これを使用する。この情報は、作

業場で使用する危険有害性のある化学品を管理するための情報源としての役割を果たす。製品に特殊な最

終用途がある場合には、SDS 情報はより作業場に特化したものとなることがあるが、通常は、SDS は製

品に関連したものであり、製品が最終的に使用される特定の作業場に関連した特殊な情報を提供すること

はできない。したがって、その情報によって、事業主は、(a) 個々の作業場に特化した訓練などの、作業

者保護対策の活動プログラムを開発し、(b) 環境の保護に必要な対策を考慮することができる。 
  
1.5.1.2 また、SDS は GHS の他の対象者にとって重要な情報源となる。したがって、情報の一部分が、

危険物輸送従事者、緊急時対応者（毒物管理センターを含む）、駆除剤の専門的使用者、および消費者に

よって使用されることもある。これらの対象者は、一方で危険物輸送に関する国連勧告・モデル規則や消

費者向けの包装内の説明書き等様々な他の情報源から追加情報を受けており、また引き続きこれらの情報

を受けることになろう。調和した表示システムの導入が、作業場の使用者に向けた SDS の基本的な使用

に影響を与えることはない。 
 
1.5.2 SDS を作成するべきかどうかの判断基準 
 
 SDS は、GHS に基づく物理化学的な危険性や、ヒトの健康または環境に対する有害性に関する調和さ

れた判定基準を満たすすべての物質および混合物について作成されるべきである。また、混合物に対する

判定基準で指定されたカットオフ限界（1.5.3.1 参照）を超える濃度の発がん性、生殖毒性、特定標的臓器

毒性のある成分を含むすべての混合物についても作成されるべきである。所管官庁は、危険有害性として

分類される判定基準に合致しなくても、危険有害な成分を一定濃度以上含む混合物に対して SDS を要求

することができる（1.5.3.1 参照）。 
 
1.5.3 安全データシート作成のための全般的指針 

1.5.3.1 カットオフ値/濃度限界 

1.5.3.1.1 SDS は、次の表 1.5.1 に示した統一的なカットオフ値/濃度限界に基づいて作成されるべきであ

る。 
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表 1.5.1 健康および環境の各危険有害性クラスに対するカットオフ値/濃度限界 
危険有害性クラス カットオフ値/濃度限界 

急性毒性 1.0％以上 
皮膚腐食性/刺激性 1.0％以上 
眼に対する重篤な損傷性/眼刺激性 1.0％以上 
呼吸器感作性または皮膚感作性  0.1％以上 
生殖細胞変異原性：区分 1 0.1％以上 
生殖細胞変異原性：区分 2 1.0％以上 
発がん性 0.1％以上 
生殖毒性 0.1％以上 
特定標的臓器毒性（単回ばく露） 1.0％以上 
特定標的臓器毒性（反復ばく露） 1.0％以上 
誤えん有害性（区分 1） 1.0％以上 
誤えん有害性（区分 2） 1.0％以上 
水生環境有害性 1.0％以上 

 
1.5.3.1.2 危険有害性物質および混合物の分類（第 1.3 章参照）で述べたように、利用可能な有害性デー

タがある場合には、ヒトの健康および環境に対する危険有害性クラスについての章（第 3.2 章～第 3.10 章

および第 4.1 章）で指定されている統一的なカットオフ値/濃度限界以外の値に基づく分類が妥当なことも

ある。このような特別のカットオフ値を分類に用いる場合、それらは SDS を作成する場合にも適用する

べきである。 

1.5.3.1.3 所管官庁は、加算式を適用した結果として急性毒性または水生環境有害性とは分類されないが、

急性毒性物質または水生生物への有害性を有する物質を 1％以上の濃度で含む混合物について、SDS を作

成するよう求めてもよい 1。 

1.5.3.1.4 所管官庁は、選択可能方式の原則に従い、ある危険有害性クラスにおける区分に関して規制を

しなくてもよい。この場合、SDS にこの区分について記載する義務はないであろう。 

1.5.3.1.5 ある物質または混合物に関して SDS が必要となることが明らかになった場合、SDS に含める

べき情報は、GHS の要求事項に従って提供するべきである。 
 
 
 
 
 
 

                                                  
 
1  混合物の分類のためのカットオフ値は、通常、成分物質の％濃度で定められる。急性毒性（人の健康）等一部の事例

では、上限値が急性毒性推定値（ATE）として表される。混合物の分類は、急性毒性値と成分物質の濃度に基づく加算的な

計算によって決定される（第 3.1 章参照）。同様に、急性水生環境有害性の分類も急性水生毒性値（第 4.1 章参照）に基づい

て、また、腐食性/刺激性も該当する場合は個々の物質の濃度を加算して算定することができる（第 3.2 章、第 3.3 章を参照）。

成分物質の濃度が 1％以上になった場合に算定式の適用が考慮される。所管官庁は、このカットオフ値に基づき SDS への

記載を求めてもよい 
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1.5.3.2 SDS の様式 
 
1.5.3.2.1 SDS の情報は、次の 16 項目を使用し、下に示す順序で記載するべきである。 
 

1. 物質または混合物および会社情報 

2. 危険有害性の要約 

3. 組成および成分情報 

4. 応急措置 

5. 火災時の措置 

6. 漏出時の措置 

7. 取扱いおよび保管上の注意 

8. ばく露防止および保護措置 

9. 物理的および化学的性質 

10. 安定性および反応性 

11. 有害性情報 

12. 環境影響情報 

13. 廃棄上の注意 

14. 輸送上の注意 

15. 適用法令 

16. その他の情報 

1.5.3.3 SDS の内容 
 
1.5.3.3.1 SDS は、関係する危険有害性を特定するのに用いられたデータを明確に記載するべきである。

表 1.5.2 に示した最低限の情報は、該当する場合であってかつ入手可能な場合において、SDS の関連する

項目に含めるべきである 2。小項目に該当する特定の情報がない、または入手不能である場合は、SDS に

その事実を明示するべきである。所管官庁は追加情報を要求してもよい。GHS で要求される SDS の作成

ガイダンスは附属書 4 にある。 
 
1.5.3.3.2 一部の小項目は、例えば「EC 番号」や「職業ばく露限界」などの国内または地域的な情報に

関係するものである。供給者または事業者は、これらの SDS 小項目に、その SDS が用いられ、その製品

が供給される国または地域に該当し関連する情報を盛り込むべきである。 
 
1.5.3.3.3  IMO あるいは国の規制をうける航海や内陸航行のばら積み船あるいはタンク船での危険物の

ばら積み輸送における船員や他の輸送労働者の要求に応えるために、追加的な安全および環境情報が必要

とされている。該当する荷が IMO 文書にしたがって液体ばら積みで輸送されるときは、基本的な分類情

報を含めるように附属書 4 のパラグラフ A4.3.14.7 で推奨している。さらに油や燃料油を、MARPOL 附

属書 I で定義されている、ばら積みあるいはバンカー燃料油で運んでいる船舶は、IMO 海上安全委員会

（MSC）決議「MARPOL 附属書 I 油及び燃料油に対する物質安全データシート（MSDS）についての勧

告」(MSC.286(86) にしたがって、積込みの前に「安全データシート」を備えることが要求されている。

それゆえ、海上および非海上の使用で１つの調和された SDS にするために、可能であれば、MARPOL 附

属書 I 油及び燃料油の海上輸送に関して MSC.286(86) 決議の追加規定を GHS SDS に含めても良い。  

                                                  
2  「該当する」場合とは、関係の情報が SDS の対象とする個々の製品に適用される場合をいう。「利用可能」な場合とは、
情報が供給者またはその他 SDS の作成を行う組織にとって入手可能なものである場合をいう。 
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表 1.5.2 SDS の必要最少情報 

1. 物質または混合
物および会社情
報 

(a) GHS の製品特定手段 
(b) 他の特定手段 
(c) 化学品の推奨用途と使用上の制限 
(d) 供給者の詳細（社名、住所、電話番号など） 
(e) 緊急時の電話番号

2. 危険有害性の要
約 

(a) 物質/混合物の GHS 分類と国/地域情報 
(b) 注意書きも含む GHS ラベル要素。（危険有害性シンボルは、黒と白を用い

たシンボルの図による記載またはシンボルの名前、例えば、「炎」、「どくろ」
などとして示される場合がある） 

(c) 分類に関係しない（例「粉塵爆発危険性」）または GHS で扱われない他の
危険有害性 

3. 組成および成分
情報 

物質 
(a) 化学的特定名 
(b) 慣用名、別名など 
(c)  CAS 番号およびその他の特定名 
(d) それ自体が分類され、物質の分類に寄与する不純物および安定化添加物 
 
混合物 
GHS 対象の危険有害性があり、カットオフ値以上で存在するすべての成分の
化学名と濃度または濃度範囲 
 
注記：成分に関する情報については、製品の特定規則より CBI に関する所管
官庁の規則が優先される。

４. 応急措置 (a) 異なるばく露経路、すなわち吸入、皮膚や眼との接触、および経口摂取に
従って細分された必要な措置の記述 

(b) 急性および遅延性の最も重要な症状/影響 
(c) 必要な場合、応急処置および必要とされる特別な処置の指示 

5. 火災時の措置 (a) 適切な（および不適切な）消火剤 
(b) 化学品から生じる特定の危険有害性（例えば、「有害燃焼生成物の性質」）
(c) 消火作業者用の特別な保護具と予防措置 

6. 漏出時の措置 

 

(a) 人体に対する予防措置、保護具および緊急時措置 
(b) 環境に対する予防措置 
(c) 封じ込めおよび浄化方法と機材 

7.   取扱いおよび保
管上の注意 

(a) 安全な取扱いのための予防措置 
(b) 混触危険性等、安全な保管条件 

8. ばく露防止およ
び保護措置 

(a) 職業ばく露限界値、生物学的限界値等の管理指標 
(b) 適切な工学的管理 
(c) 個人用保護具などの個人保護措置 

9. 物理的および化
学的性質 

物理状態； 
色； 
臭い； 
融点/凝固点；  
沸点または初留点および沸点範囲； 
燃焼性； 
爆発下限および上限/引火限界； 
引火点； 
自然発火温度； 
分解温度； 
pH； 
動粘性率； 
溶解度； 
n-オクタノール/水分配係数（log 値）； 
蒸気圧； 
密度および/または比重； 
蒸気比重； 
粒子特性； 

(次頁に続く) 
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表 1.5.2 SDS の必要最少情報（続き） 

10.  安定性および反

応性 
 

(a) 反応性 
(b) 化学的安定性 
(c) 危険有害反応性の可能性 

(d) 避けるべき条件（静電放電、衝撃、振動等） 

(e) 混触危険物質 
(f) 危険有害性のある分解生成物 

11. 有害性情報 
 

種々の毒性学的（健康）影響の簡潔だが完全かつ包括的な記述および次のよ

うな影響の特定に使用される利用可能なデータ： 
(a) 可能性の高いばく露経路（吸入、経口摂取、皮膚および眼接触）に関す

る情報 
(b) 物理的、化学的および毒性学的特性に関係した症状 

(c) 短期および長期ばく露による遅発および即時影響、ならびに慢性影響 

(d) 毒性の数値的尺度（急性毒性推定値など） 

12.  環境影響情報 (a) 生態毒性（利用可能な場合、水生および陸生） 
(b) 残留性と分解性 

(c) 生物蓄積性 

(d) 土壌中の移動度 

(e) 他の有害影響 

13. 廃棄上の注意 廃棄残留物の記述とその安全な取扱いに関する情報、汚染容器包装の廃棄方

法を含む 

14. 輸送上の注意 (a) 国連番号 
(b) 国連品名 
(c) 輸送における危険有害性クラス 
(d) 容器等級（該当する場合） 

(e) 海洋汚染物質（該当/非該当） 
(f) IMO 文書に基づいたばら積み輸送 
(g) 使用者が構内もしくは構外の輸送または輸送手段に関連して知る必要が

ある、または従う必要がある特別の安全対策 

15. 適用法令 当該製品に特有の安全、健康および環境に関する規則 

16.  SDS の作成と改

訂に関する情報

を含むその他の

情報 

 

 
注記：9 節に示されている物理的および化学的性質の SDS における順番は、本表にしたがって良いが、強

制ではない。所管官庁は SDS の 9 節における順番について規定してもよいし、適当であれば、並べ替え

を SDS の作成者にゆだねてもよい。 
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